
［あ］
愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律
平成20年法律第83号。愛がん動物用飼料（ペットフード）の製造等
に関する規制を行うことにより、愛がん動物用飼料の安全性の確
保を図り、もって愛がん動物（ペット）の健康を保護し、動物の愛
護に寄与することを目的とする法律。平成21年6月1日施行。

悪臭防止法
昭和46年法律第91号。工場その他の事業場における事業活動に
伴って発生する悪臭について必要な規制を行い、その他悪臭防止
対策を推進することにより、生活環境を保全し、国民の健康の保
護に資することを目的としたもの。同法では都道府県知事（市の
区域内の地域については、市長）が規制地域の指定及び規制基準
の設定を行うこととしている。また、平成12年5月に改正され、
臭気測定業務従事者（臭気判定士）制度や事故時の措置について規
定された。

アジア太平洋経済協力（APEC）
アジア太平洋地域21か国と地域が参加する経済協力の枠組み。ア
ジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向けて、貿易・投資の
自由化、ビジネスの円滑化、人間の安全保障、経済・技術協力等
の活動を行っている。

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）
アジア太平洋地域における地球変動研究を推進し、科学研究と政
策決定の連携を促進することを目的として1996年（平成8年）に発
足した政府間ネットワークであり、現在22か国が参加している。

アジア水環境パートナーシップ（WEPA）
アジア地域を中心に水環境管理体制の強化を目指して、水環境に
関するデータベースの構築や定期会合の開催等を通じた情報共有
や水環境ガバナンス分析等を行っている環境省の水問題に関する
国際協力事業（パートナー国：カンボジア、中国、インドネシア、
韓国、ラオス、マレーシア、ミャンマー、ネパール、フィリピン、
スリランカ、タイ、ベトナム、日本）。

アジェンダ21
21世紀に向け持続可能な開発を実現するために各国及び各国際機
関が実行すべき行動計画を具体的に規定するものとして、1992年

（平成4年）6月にブラジルのリオデジャネイロで開催された国際
会議（地球サミット）で採択。持続可能な開発を実現するための具
体的な行動計画である「アジェンダ21」が合意された。大気、水、
廃棄物などの具体的な問題についてのプログラムとともに、この
行動を実践する主要グループの役割強化、財源などの実施手段の
あり方が規定されている。

有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律
平成14年法律第120号。有明海及び八代海等を豊かな海として再
生することを目的として、両海域の再生に関する基本方針を定め
るとともに、当該海域の環境の保全及び改善並びに水産資源の回
復等による漁業の振興に関し実施すべき施策に関する計画を策定
し、その実施を促進するための特別の措置を講ずることを定めて
いる。

［い］
イタイイタイ病
厚生省（当時）の公式見解によれば、「イタイイタイ病の本態はカ
ドミウムの慢性中毒によりまず腎臓障害を生じ、次いで骨軟化症
をきたし、これに妊娠、授乳、内分泌の変調及び栄養としてのカ
ルシウム等の不足などが誘因となって、イタイイタイ病という疾
患を形成したもの。骨軟化症のため、容易に骨折がおこったり、
そのため激しい痛みを患者が感じ、体型の変型をおこす。三井金
属鉱山神岡工業所の事業活動に伴って排出されたカドミウム等の
重金属が神通川を汚染し、かつ流域の土壌汚染をひきおこし、食
品濃縮の過程を経て人間に多量のカドミウムが摂取された結果、
発病したもの」とされている。

一次エネルギー
原油、天然ガス、石炭などの化石資源や、原子力発電の燃料とし
てのウランなどエネルギーを生み出すための資源のこと。

一酸化炭素（CO）
燃料等の不完全燃焼により生じ、自動車が主な発生源とされてい
る。血液中のヘモグロビンと結合して酸素運搬機能を阻害する等
の健康への影響のほか、温室効果のあるメタンの寿命を長くする。

一般環境大気測定局
一般環境大気の汚染状況を常時監視する測定局。

一般局
「一般環境大気測定局」参照。

一般廃棄物
産業廃棄物以外の廃棄物。一般廃棄物はさらに「ごみ」と「し尿」に
分類される。また、「ごみ」は商店、オフィス、レストラン等の事
業活動によって生じた「事業系ごみ」と一般家庭の日常生活に伴っ
て生じた「家庭ごみ」に分類される。

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に
関する法律
平成15年法律第97号。カルタヘナ議定書を国内で担保するために、
使用形態に応じた遺伝子組換え生物等の使用等の規制、輸出入に
関する手続等について定めた法律。平成16年2月に施行。

遺伝資源へのアクセスと利益配分（ABS）
Access and Benefit Sharing。遺伝資源の取得の機会及びその利
用から生ずる利益の公正かつ公平な配分。生物多様性条約の三つ
の目的のうちの一つ。遺伝資源を保有する国（提供国：主として
途上国）が遺伝資源を利用したいと考える国（利用国：主として先
進国）の企業や研究者に対して遺伝資源を円滑に提供し、利用国
において企業や研究者がその遺伝資源を研究・開発して得た利益

（例：ある微生物を用いて開発した医薬品を販売して得た利益）を
提供国に適切に配分し、提供国の生物多様性の保全や持続可能な
利用に役立てる仕組み。

インターネット自然研究所
国民の自然環境に対する理解と関心を深めるため、親しみやすく、
かつ実用的な自然環境情報を提供するホームページ。さまざまな
IT（情報技術）を活用することにより、最新の自然情報の提供や
環境教育・環境学習に役立つ豊富なコンテンツを分かりやすく提
供している（http://www.sizenken.biodic.go.jp）。

インフラファンド
自ら建設や運営に携わることで、インフラ事業からのリターン獲
得を目指すファンド。

インベントリータスクフォース
温室効果ガスの排出・吸収量の算定の精度を高め、その方法を各
国間で統一するため、科学的な立場から検討することを目的に、
IPCC内に設置されたタスクフォース。平成11年7月にIGES内に、
そのタスクフォースを支える技術支援ユニットが設置されており、
我が国はその中核的機能を担っている。

［う］
ウォームビズ
暖房時のオフィスの室温を20℃にした場合でも、ちょっとした工
夫により「暖かく効率的に格好良く働くことができる」というイ
メージを分かりやすく表現した、秋冬の新しいビジネススタイル
の愛称。重ね着をする、温かい食事を摂る、などがその工夫例。

［え］
エクエーター原則
民間金融機関が大規模なプロジェクトに対する投融資を実施する
場合に、そのプロジェクトが社会や自然環境に与える影響に配慮
して実施されることを確認する原則。

エコ・リフォーム
住宅の増改築を行う際に、環境や省エネに配慮してエコハウスや 
省エネ住宅に改築するもの。

エコアクション21
中小事業者等においても容易に環境配慮の取組を進めることがで
きるよう、環境マネジメントシステム、環境パフォーマンス評価
及び環境報告を一つに統合した環境配慮のツール。幅広い事業者
に対して環境への取組を効果的・効率的に行うシステムを構築す
るとともに、環境への取組に関する目標を持ち、行動し、結果を
取りまとめ、評価し、報告するための方法を提供している。平成
21年11月に、環境問題に関する昨今のさまざまな動きを踏まえ、
さらに取り組みやすく、またレベルアップが図れるように、その
内容を全面的に改訂した。

エコカー減税
一定の排ガス性能、燃費性能を備えた自動車に対する自動車重量
税・自動車取得税の時限的免除・軽減措置。減免対象となるのは
電気自動車（燃料電池自動車を含む）、一定の環境性能を備えた天
然ガス自動車、プラグインハイブリッド自動車、クリーンディー
ゼル乗用車、一定の環境性能を備えたハイブリット車、一定の環
境性能を備えたガソリン車（乗用車等、中量車）及び一定の環境性
能を備えたディーゼル車（中量車、重量車）であり、自動車重量税
にあっては平成24年5月1日から平成27年4月30日までの新車に係
る新規車検時等、自動車取得税にあっては平成24年4月1日から平
成27年3月31日までの新車取得時に納付する税額について、それ
ぞれ免除・軽減される。
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エコタウン事業
先進的な環境調和型のまちづくりを推進することを目的として、
平成9年度に創設された事業。具体的には、それぞれの地域の特
性に応じて、都道府県又は政令指定都市が作成したプランについ
て環境省と経済産業省の共同承認を受けた場合、当該プランに基
づき実施される事業について、総合的・多面的な支援を実施する
もの。

エコツーリズム
自然環境や歴史文化を対象とし、それらを体験し学ぶとともに、
対象となる地域の自然環境や歴史文化の保全に責任をもつ観光の
あり方。一般には1982年（昭和57年）にIUCNが「第3回世界国立公
園会議」で議題として取り上げたのが始まりとされている。日本
においてもエコツアーが数多く企画・実施されており、環境省で
は持続可能な社会の構築の手段としてエコツーリズムの推進に向
けた取組を進めている。

エコツーリズム推進法
平成19年法律第105号。エコツーリズムに関する施策を総合的か
つ効果的に推進するため、エコツーリズムについての基本理念、
政府による基本方針の策定、特定自然観光資源の保護に関する措
置等を定める法律。平成20年4月1日施行。

エコファーマー
持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律（持続農業
法）に基づき、土づくりと化学肥料・化学合成農薬の使用低減に
一体的に取り組む計画を立て、都道府県知事の認定を受けた農業
者の愛称。

エコロジカル・ネットワーク
人と自然の共生を確保していくため、原生的な自然地域等の重要
地域を核として、生態的なまとまりを考慮した上で、有機的に繋
いだ生態系のネットワーク。ネットワークの形成により、野生生
物の生息・生育空間の確保、人と自然とのふれあいの場の提供、
地球温暖化防止等多面的な機能が発揮されることを期待される。

エネルギーの使用の合理化に関する法律
昭和54年法律第49号。内外におけるエネルギーをめぐる経済的社
会的環境に応じた燃料資源の有効な利用の確保に資するため、工
場等、輸送、建築物及び機械器具についてエネルギーの使用の合
理化に関する所要の措置その他エネルギーの使用の合理化を総合
的に進めるために必要な措置等を講ずることとし、もって国民経
済の健全な発展に寄与することを目的とした法律。平成20年の法
改正（平成22年4月より施行）において、工場・事業場単位でのエ
ネルギー管理を義務付け、業務部門における省エネルギー対策を
強化した。

［お］
汚染状況重点調査地域
地域内の事故由来放射性物質による環境の汚染状態が環境省令で
定める要件に適合しないと認められ、又はそのおそれが著しいと
認められる場合に、関係地方公共団体の長の意見を聴いた上で、
環境大臣が指定する地域。年間の追加被ばく線量が1ミリシーベ
ルト以上の地域が指定されている。

オゾン層
地球を取り巻く大気中のオゾンの大部分は地上から約10～50km
上空の成層圏に存在し、オゾン層と呼ばれている。太陽光に含ま
れる有害紫外線の大部分を吸収し、地球上の生物を保護する役割
を果たす。

オゾン層の保護のためのウィーン条約
オゾン層の保護のための国際的な対策の枠組みを定めた条約。国
際的に協調して各国が適切な措置を講じ、オゾン層及びオゾン層
を破壊する物質に関する研究や組織的観測を進めること等を定め
ている。1985年（昭和60年）に採択され、我が国は1988年（昭和63年）
に締結。

オゾン層保護法
「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」参照。

オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書
国際的に協調してオゾン層保護対策を推進するため、オゾン層破
壊物質の生産削減等の規制措置等を定めたもの。1987年（昭和62
年）に採択され、我が国は1988年（昭和63年）に締結した。当初の
予想以上にオゾン層破壊が進行していること等を背景として、こ
れまで6度にわたり規制対象物質の追加や規制スケジュールの前
倒し等、段階的に規制強化が行われている。

オゾンホール
南極域等の上空でオゾンの量が大きく減少した領域。南極域上空
では、冬から春にかけて極めて低温な状態となり、極域成層圏雲
と呼ばれる雲が生じる。成層圏に到達したCFC等由来の塩素や

臭素は、この雲の粒子表面での反応で活性度の高い状態に変換さ
れ、春（9～11月）の太陽の光によってさらに分解された塩素原子
や臭素原子が、触媒となって連鎖的にオゾンを破壊する。

オフセット・クレジット制度（J-VER制度）
国内のプロジェクトによる温室効果ガス排出削減・吸収量につい
て、環境省が運営するオフセット・クレジット認証運営委員会が、
排出削減・吸収の信頼性を審査し、カーボン・オフセットに用い
ることのできる市場流通可能なクレジットとして認証する制度。

オフロード法
「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」参照。

温室効果ガス（GHG）
Green House Gas。大気を構成する気体であって、赤外線を吸収
し再放出する気体。京都議定書では、二酸化炭素（CO2）、メタン、
一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオ
ロカーボン（PFC）、六ふっ化硫黄（SF6）の6物質が温室効果ガス
として排出削減対象となっている。

温室効果ガスプロトコル（GHGプロトコル）
1998年（平成10年）に持続可能な発展を目指す企業で構成される連
合体組織であるWBCSDとWRI及び各国政府関係者や金融機関の
協力によって設立されたGHGプロトコル・イニシアチブが作成
した温室効果ガス排出量の算定と報告に関する基準。

温泉法
昭和23年法律第125号。「温泉を保護し、温泉の採取等に伴い発生
する可燃性天然ガスによる災害を防止し、及び温泉の利用の適正
を図り、もって公共の福祉の増進に寄与すること」を目的とする
法律。これは、貴重な自然資源である温泉の保護等を図るために、
温泉を掘削し、ゆう出路を増掘しもしくは動力を装置しようとす
る場合又は温泉の採取を業として行おうとする場合は都道府県知
事の許可を、温泉を公共の浴用又は飲用に供しようとする場合は
都道府県知事又は保健所設置市の市長等の許可を受けなければな
らないなどの必要な手続を定めるとともに、温泉の公共的利用増
進のための地域指定等について規定している。

［か］
カーシェアリング
複数の人が自動車を共同で保有して、交互に利用すること。個人
で所有するマイカーに対し、自動車の新しい所有・使用形態を提
唱。走行距離や利用時間に応じて課金されるため、適正な自動車
利用を促し、公共交通など自動車以外の移動手段の活用を促すと
される。自動車への過度の依存が生んだ環境負荷の軽減や、交通
渋滞の緩和、駐車場問題の解決、公共交通の活性化などが期待さ
れる。

カーボン・オフセット
自らの日常生活や企業活動等による温室効果ガス排出量のうち削
減が困難な量の全部又は一部を、ほかの場所で実現した温室効果
ガスの排出削減や森林の吸収等をもって埋め合わせる活動。

カーボン・オフセットプロバイダー
カーボン・オフセットを推進するため、全国各地でカーボン・オ
フセット案件の発掘や算定・無効化等の手続を行う団体。

カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）
世界の機関投資家等が代表して企業の気候変動に関する情報開示
を要請し、企業や政府の低炭素化を促進する活動を行っている団体。

カーボン・ニュートラル
カーボン・オフセットをさらに深化させ、事業者等の事業活動等
から排出される温室効果ガス排出総量の全部を他の場所での排出
削減・吸収量でオフセット（埋め合わせ）すること。

カーボンフットプリント制度
商品・サービスの原材料調達から廃棄・リサイクルにいたるライ
フサイクル全体における温室効果ガス排出量をCO2量に換算し表
示する仕組み。

海岸防災林
海岸沿いの、潮害の防備、飛砂・風害の防備等の災害防止機能を
有し、農地や居住地を災害から守るなど地域の生活環境の保全に
重要な役割を果たしている林のこと。

外部不経済
ある企業や消費者の経済活動が、市場取引によらずに第三者に不
利益・損害を与えること。

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律
昭和45年法律第136号。［1］船舶、海洋施設及び航空機から海洋に
油、有害液体物質等及び廃棄物を排出すること、［2］油、有害液
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体物質等及び廃棄物を海底下廃棄すること、［3］船舶から大気中
に排出ガスを放出すること並びに［4］船舶及び海洋施設において
油、有害液体物質等及び廃棄物を焼却することを規制すること等
により、海洋汚染等の防止を図るための法律。

海洋汚染防止法
「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」参照。

海洋地球研究船「みらい」
海洋研究開発機構が所有する海洋観測船（全長128.6m、総トン数
8,687トン）。耐氷性に優れ、また、荒天時も安定した観測が可能。
気候変動とかかわりがあるとされる、海洋の熱・物質循環の解明
などをミッションとする。

外来種
国外や国内の他地域から人為的（意図的又は非意図的）に導入され
ることにより、本来の分布域を越えて生息又は生育することとな
る生物種。外来種のうち、導入先の生態系等に著しい影響を与え
るものを特に侵略的な外来種と呼び、これらは自然状態では生じ
得なかった影響を人為的にもたらすものとして問題となっている。

化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（GHS）
Globally Harmonized System of Classification and Labelling of 
Chemicals。化学品の危険有害性（ハザード）ごとの各国の分類基
準及びラベルや安全データシートの内容を調和させ、世界的に統
一したルールとして提供するもの。2003年（平成15年）7月に国際
連合から勧告がなされ、日本を含め各国はこれを受けて、今後、
化学品の分類や表示を適切に行っていくよう努力することが求め
られている。

化学物質アドバイザー
市民、企業、行政からの要請に応じて、中立的な立場で化学物質
や化学物質による環境リスク、PRTR制度の仕組みに関する疑問
に答えたり、関連する情報を提供することなどにより、化学物質
に関するリスクコミュニケーションを推進するための専門的な能
力を有する人材。平成15年4月より派遣を開始している。

化学物質と環境に関する政策対話
市民、労働者、事業者、行政、学識経験者等のさまざまな主体に
より化学物質と環境に関して意見交換を行い、合意形成を目指す
とともに、化学物質に関する国民の安全・安心の確保に向けた政
策提言を目指す場として、平成23年度に設置されたもの。

化学物質の内分泌かく乱作用
化学物質が、内分泌系に影響を及ぼすことにより、生体に障害や
有害な影響を引き起こす外因性の作用。

化学物質の内分泌かく乱作用に関する今後の対応-EXTEND 
2010-
1998年（平成10年）に策定された「環境ホルモン戦略計画
SPEED'98」を改訂し、2005年（平成17年）に化学物質の内分泌かく乱
作用に関する新たな取組方針としてまとめられた「ExTEND2005」
の内容より、重点的に実施すべき課題の抽出を行い、2010年（平成
22年）7月、環境省の新たな取組方針をまとめたもの。「EXTEND2010」
では、ExTEND2005の内容を基本的に踏襲しつつ、化学物質の
内分泌かく乱作用に伴う環境リスクを適切に評価し、必要に応じ
管理していくことを目標として、評価手法の確立と評価の実施の
加速化をねらいとしている。

化学物質排出把握管理促進法
「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進
に関する法律」参照。

拡大生産者責任（EPR）
Extended Producer Responsibility。生産者が、その生産した製
品が使用され、廃棄された後においても、当該製品の適正なリサ
イクルや処分について物理的又は財政的に一定の責任を負うとい
う考え方。具体的には、製品設計の工夫、製品の材質・成分表示、
一定製品について廃棄等の後に生産者が引取りやリサイクルを実
施すること等が含まれる。OECDでは2000年（平成12年）に加盟国
政府に対するガイダンス・マニュアルを策定している。

家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（家畜
排せつ物法）
平成11年法律第112号。畜産業を営む者による家畜排せつ物の管
理に関し必要な事項を定めるとともに、家畜排せつ物の処理の高
度化を図るための施設の整備を計画的に促進する措置を講ずるこ
とにより、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進を図り、
もって畜産業の健全な発展に資することを目的とする法律。

家電リサイクル法
「特定家庭用機器再商品化法」参照。

花粉観測システム（愛称：はなこさん）
花粉の飛散状況をリアルタイムで情報提供するシステム（http://
kafun.taiki.go.jp/）。

カルタヘナ議定書
正式名称「生物の多様性に関する条約のバイオセーフティに関す
るカルタヘナ議定書」。遺伝子組換え生物等の利用等による生物
多様性保全等への影響を防止するために、特に国境を越える移動
に焦点をあわせた国際的な枠組み。

カルタヘナ法
「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保
に関する法律」参照。

環境GIS
環境の状況等を地理情報システム（Geographic Information 
System）を用いて提供する、国立環境研究所が運営するウェブサ
イト（http://tenbou.nies.go.jp/gis/）。

環境JIS
環境・資源保全に関するJIS（日本工業規格）。3R対策、設計・
生産段階での環境配慮、地球温暖化対策、有害化学物質対策、環
境汚染対策などの推進に利用するJISを指す。

環境影響評価
環境に大きな影響を及ぼすおそれがある事業について、その事業
の実施に当たり、あらかじめその事業の環境への影響を調査、予
測、評価し、その結果に基づき、その事業について適正な環境配
慮を行うこと。我が国においては、環境影響評価法等に基づき、
道路やダム、鉄道、発電所などを対象にして、地域住民や専門家
や環境担当行政機関が関与しつつ手続が実施されている。

環境会計
企業等が、社会との良好な関係を保ちつつ環境保全への取組を効
率的かつ効果的に推進していくことを目的として、事業活動にお
ける環境保全のためのコストとその活動により得られた効果を認
識し、可能な限り定量的（貨幣単位又は物量単位）に測定する仕組
み。この中でも、企業の廃棄物削減と生産性向上に着目したもの
をマテリアルフローコスト会計という。

環境会計ガイドライン
企業等における環境会計の進展を踏まえながら改訂を行い、企業
等における環境会計の導入、実践を支援することを目的としたガ
イドライン。

環境カウンセラー
環境保全に関する専門的知識や豊富な経験を有し、環境省の実施
する審査に合格し、その知識や経験を基に市民や事業者等の環境
保全活動に対して助言等を行うことのできる人材。

環境格付融資
企業の環境配慮の取組を評価し、その評価結果に応じて温暖化対
策融資に係る金利優遇を行う融資制度。

環境関連税
OECD統計上、強制的、一方的な政府への支払いであって、特定
の環境関連と考えられる課税対象に課せられるものと定義されて
いる。環境に関連した課税対象には、エネルギー製品、自動車、
輸送機関、廃棄物管理、オゾン層破壊物質等が含まれる（「OECD
環境データ集」（2006年、2007年版））。

環境関連投資促進減税
我が国のエネルギー環境への適合及びエネルギー需給構造の改革
のため、需要・供給の両面において、エネルギー起源CO2排出削
減や再生可能エネルギー導入拡大に資する設備投資の加速化が必
要不可欠であるとの観点から、平成23年度税制改正において創設
されたもの。青色申告書を提出する個人及び法人が、対象設備を
取得し、かつ1年以内に事業の用に供した場合に、取得価額の
30％特別償却（一部の対象設備については即時償却）又は7％税額
控除（中小企業者等のみ）のいずれかを選択し税制優遇が受けられ
る。平成25年4月1日、「所得税法等の一部を改正する法律」が公布・
施行され、グリーン投資減税の対象設備の追加等のほか、適用期
間が延長。

環境技術実証事業
すでに適用可能な段階にありながら、普及が進んでいない先進的
環境技術の環境保全効果等を、第三者が客観的に実証する事業。

環境基準
環境基本法第16条の規定に基づき、「人の健康を保護し、及び生
活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」として国
が定めるもの。
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環境基本計画
環境基本法第15条に基づき、政府全体の環境保全施策の総合的か
つ計画的な推進を図るため、総合的かつ長期的な施策の大綱など
を定める計画。平成6年に第1次計画、平成12年に第2次計画、平
成18年に第3次計画、平成24年に第4次計画が閣議決定された。

環境教育
持続可能な社会の構築を目指して、家庭、学校、職場、地域その
他のあらゆる場において、環境と社会、経済及び文化とのつなが
りその他環境の保全についての理解を深めるために行われる環境
の保全に関する教育及び学習のこと。

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律
平成15年法律第130号。持続可能な社会を構築する上で国民、民
間団体等が行う環境保全活動並びにその促進のための環境保全の
意欲の増進及び環境教育が重要であることに加え、これらの取組
を効果的に進める上で協働取組が重要であることにかんがみ、環
境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組
について、基本理念を定め、並びに国民、民間団体等、国及び地
方公共団体の責務を明らかにするとともに、基本方針の策定その
他の環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協
働取組の推進に必要な事項を定める法律。

環境金融
金融市場を通じて環境への配慮に適切な誘因を与えることで、企
業や個人の行動を環境配慮型に変えていくメカニズム。

環境経済観測調査
企業の環境ビジネスに対する認識や企業の供給する環境配慮型製
品・サービスの業況等に関して、平成22年12月から半年ごとに環
境省が実施している調査。

環境研究総合推進費
環境問題が人類の生存基盤に深刻かつ重大な影響を及ぼすことに
かんがみ、さまざまな分野における研究者の総力を結集して学際
的、国際的な観点から総合的に調査研究及び技術開発を推進し、
もって持続可能な社会構築のための環境保全に資することを目的
とした政策貢献指向型の競争的研究資金。平成22年度より、地球
環境研究総合推進費と環境研究・技術開発推進費を統合。また、
平成23年度より循環型社会形成推進科学研究費補助金を統合。

環境コミュニケーション大賞
優れた環境報告書等や環境活動レポート、及びテレビ環境CMを
表彰することにより、事業者等の環境コミュニケーションへの取
組を促進するとともに、その質の向上を図ることを目的とする表
彰制度。

環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事
業活動の促進に関する法律
平成16年法律第77号。事業者の自主的な環境配慮の取組を促進す
ることをねらいとして、環境報告書の普及促進と信頼性向上のた
めの制度的枠組みの整備や一定の公的法人（特定事業者）に対する
環境報告書の作成・公表の義務付け等について規定。平成17年4
月1日より施行。

環境展望台
環境保全に関する情報を総合的に幅広く、分かりやすく提供する
ことを目的とした、国立環境研究所が運営するウェブサイト

（http://tenbou.nies.go.jp）。

環境と開発に関する国連会議
別称：地球サミット。1972年（昭和47年）6月にストックホルムで
開催された国連人間環境会議の20周年を機に、1992年（平成4年）
6月にブラジルのリオデジャネイロで開催された首脳レベルでの
国際会議。人類共通の課題である地球環境の保全と持続可能な開
発の実現のための具体的な方策が話し合われた。

「環境と開発に関するリオデジャネイロ宣言（リオ宣言）」や宣言の
諸原則を実施するための「アジェンダ21」そして「森林原則声明」が
採択された。

環境と開発に関する世界委員会（ブルントラント委員会）
ノルウェーのブルントラント女史（後の首相）を委員長とする委員
会。この委員会は1984年（昭和59年）から1987年（昭和62年）までの
4年間、精力的な活動を行い、その報告書「Our common future（我
ら共有の未来）」を国連総会に提出した。この報告書では、環境と
開発の関係について、「将来世代のニーズを損なうことなく現在
の世代のニーズを満たすこと」という「持続可能な開発」の概念を
打ち出し、その後の地球環境保全のための取組の重要な道しるべ
となった。

環境配慮契約法
「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推
進に関する法律」参照。

環境配慮設計（DfE）
Design for Environment。分解が容易である、リサイクルしやす
いよう単一素材を使用するなど製品等の設計段階において環境配
慮を行うための手法のこと。環境適合設計や、エコ・デザインと
もいう。

環境配慮促進法
「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した
事業活動の促進に関する法律」参照。

環境表示ガイドライン
環境表示を行う事業者や事業者団体、又は、製品等に関して認証
を行う第三者機関等を対象に、望ましい環境表示を目指す上で必
要な環境情報提供のあり方や、将来の方向性等について整理し、
まとめたガイドライン。

環境報告ガイドライン
環境報告書に係る国内外の最新の動向を踏まえ、その望ましいと
思われる方向及び内容を取りまとめ、環境報告書を作成・公表し
ようと考える事業者、すでに環境報告書を作成・公表している事
業者に対し、実務的な手引きとなるよう環境省が作成したもの。

環境報告書
名称の如何を問わず、事業者が、事業活動に係る環境配慮の方針、
計画、取組の体制、状況や製品等に係る環境配慮の状況等の事業
活動に係る環境配慮等の状況を記載した文書。

環境放射線等モニタリングデータ公開システム
放射性物質などのデータを専用のホームページで情報提供するシ
ステム（http://housyasen.taiki.go.jp/）。

環境保護に関する南極条約議定書
国際的に高い価値が認められている南極地域（南緯60度以南の地
域）の環境及びそれに依存する生態系の保護を目的としている議
定書。議定書は、本文及び5つの附属書で構成されており、各附
属書において、環境影響評価の実施、動植物相の保護、廃棄物の
処分及び管理、海洋汚染の防止並びに特定別保護地区の保護及び
管理が規定されている。1991年（平成3年）に採択、1997年（平成9年）
に受諾。議定書本文及び附属書I～IVについては1998年（平成10年）
に、附属書Vについては2002年（平成14年）に発効。

環境マネジメント
事業者が自主的に環境保全に関する取組を進めるに当たり、環境
に関する方針や目標等を自ら設定し、これらの達成に向けて取り
組んでいくこと。

環境マネジメントシステム
環境マネジメントを行うための工場や事業所内の体制・手続等の
仕組み。

環境リスク
人の活動によって環境に加えられる負荷が環境中の経路を通じ、
環境の保全上の支障を生じさせるおそれ（人の健康や生態系に影
響を及ぼす可能性）。

環境リスク評価
環境リスクの大きさを判定すること。化学物質であれば、人の健
康及び生態系に対する有害性を特定し、用量（濃度）－反応（影響）
関係を整理する（有害性評価）とともに、人及び生態系に対する化
学物質の環境経由のばく露量を見積もり（ばく露評価）、両者の結
果を比較考慮することによってリスクの程度を判定する。これに
は、まず多数の化学物質の中から相対的に環境リスクが高そうな
物質をスクリーニングするための「初期評価」と、次の段階で化学
物質の有害性及びばく露に関する知見を充実させて評価を行い、
環境リスクの管理方策などを検討するための「詳細評価」がある。

環境ロードプライシング
有料道路の料金に格差を設け、住宅地域に集中した交通を環境影
響の少ない地域に誘導することを目的とした施策。

カンクン合意
メキシコのカンクンで開催されたCOP16で採択された一連の国
際的な合意。先進国と途上国の双方の温室効果ガスの削減目標や
行動が気候変動枠組条約の下で正式なものとして合意された。

［き］
企業と生物多様性イニシアティブ
平成20年4月に設立された生物多様性の保全を目指して積極的に
行動する企業の集まりで、国際的な視点から生物多様性の保全に
関する共同研究を実施し、その成果を元に他の企業やステークホ
ルダーとの対話を図ることで、生物多様性の保全に貢献する活動
を展開する。

語
句
説
明
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企業の社会的責任（CSR）
Corporate Social Responsibility。企業は社会的な存在であり、自
社の利益、経済合理性を追求するだけではなく、ステークホルダー

（利害関係者）全体の利益を考えて行動するべきであるとの考え方
であり、行動法令の遵守、環境保護、人権擁護、消費者保護など
の社会的側面にも責任を有するとしている。

気候変動に関する国際連合枠組条約
一般的に気候変動枠組条約と呼ばれる。地球温暖化対策に関する
取組を国際的に協調して行っていくため1992年（平成4年）5月に
採択され、1994年（平成6年）3月に発効した。本条約は、気候系
に対して危険な人為的影響を及ぼすこととならない水準において、
大気中の温室効果ガス濃度を安定化することをその究極的な目的
とし、締約国に温室効果ガスの排出・吸収目録の作成、地球温暖
化対策のための国家計画の策定とその実施等の各種の義務を課し
ている。

気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書
一般的に京都議定書と呼ばれる。1997年（平成9年）12月に京都で
開催された気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）において
採択された。先進各国の温室効果ガスの排出量について法的拘束
力のある数値目標が決定されるとともに、排出量取引、共同実施、
クリーン開発メカニズムなどの新たな仕組みが合意された。2005
年（平成17年）2月に発効。米国は批准していない。

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
1988年（昭和63年）に、UNEPとWMOにより設立。世界の政策決
定者に対し、正確でバランスの取れた科学的知見を提供し、気候
変動枠組条約の活動を支援する。5～7年ごとに地球温暖化につい
て網羅的に評価した評価報告書を発表するとともに、適宜、特別
報告書や技術報告書、方法論報告書を発表している。

揮発性有機化合物（VOC）
Volatile Organic Compounds。インキ、ガソリン及び溶剤（シンナー
等）等に含まれるトルエン、キシレン等の揮発性を有する有機化合
物の総称。SPM及び光化学オキシダントの生成の原因物質の一つ。

キャップ・アンド・トレード
京都議定書メカニズムの一つである排出権取引で用いられる取引
方式。政府が温室効果ガスの総排出量を定め、それを個々の主体
に排出枠として配分し、個々の主体間の排出枠の一部の移転（又
は獲得）を認める制度のこと。

強化された行動のためのダーバン・プラットフォーム特別作業部
会（ADP）
2011年（平成23年）に南アフリカのダーバンで開催されたCOP17
において設置された気候変動枠組条約の下での気候変動交渉の場。
2020年（平成32年）以降の新しい国際枠組み及び2020年（平成32年）
までの各国の排出削減の取組の強化について議論される。

共同実施（JI）
Joint Implementation。京都議定書による京都メカニズムの一つ

（第6条）。先進国同士が温室効果ガスの排出削減・吸収増進事業
を共同で行い、その結果生じた削減量・吸収量を投資国が自国の
削減目標達成のために利用できる制度。

京都議定書
「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書」を参照。

京都議定書目標達成計画
平成25年改正前の地球温暖化対策の推進に関する法律第8条に基
づき、平成17年4月に閣議決定され、平成20年3月に改定された、
京都議定書による我が国の6％削減約束を達成するために必要な
対策・施策を盛り込んだ計画。

京都メカニズム
京都議定書において導入された、国際的に協調して数値目標を達
成するための制度。［1］国際排出量取引、［2］共同実施（JI）、［3］
クリーン開発メカニズム（CDM）の3種類がある。

業務用冷凍空調機器
業務用のエアコンディショナー並びに冷蔵機器及び冷凍機器（自
動販売機を含む）。多くの場合、冷媒としてフロン類が充てんさ
れているため、オゾン層保護及び地球温暖化防止の観点から、「特
定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法
律（フロン回収・破壊法）」により、機器の整備時及び廃棄時に、
当該機器に充てんされているフロン類を適切に回収し、破壊処理
すること等が義務付けられている。

［く］
クールビズ
冷房時のオフィスの室温を28℃にした場合でも、「涼しく効率的
に格好良く働くことができる」というイメージを分かりやすく表

現した、夏の新しいビジネススタイルの愛称。ノー上着等の軽装
スタイルがその代表。

国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進
に関する法律
平成19年法律第56号。環境への負荷の少ない持続的発展が可能な
社会を構築するため、国等の公的部門が契約をする際に、価格だ
けでなく、温室効果ガス等の排出等、環境への負荷をも考慮する
こと等を目的としている。平成19年11月22日施行。

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
平成12年法律第100号。国等の公的機関が率先して環境物品等（環
境負荷低減に資する製品・サービス）の調達を推進するとともに、
環境物品等に関する適切な情報提供を促進することにより、需要
の転換を図り、持続的発展が可能な社会を構築を推進することを
目的としている。平成13年4月1日施行。

グリーン・イノベーション
平成21年10月8日総合科学技術会議の「平成22年度の科学技術に関
する予算等の資源配分の方針」によれば、革新的な環境・エネル
ギー技術の研究開発の加速化・新技術の創出を行い、その研究開
発成果の実利用・普及を強力に推進するために社会システムの転
換を図り、これを通じて産業・社会活動の効率化、新産業の創造
や国民生活の向上に資するものであり、我が国のみならず世界規
模での環境と経済が両立した低炭素社会の構築に貢献するものと
されている。

グリーン・ツーリズム
農山漁村地域において自然・文化、農林漁業とのふれあいや人々
との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。

クリーン開発メカニズム（CDM）
Clean Development Mechanism。京都議定書第12条に規定する
京都メカニズムの一つ。議定書の削減約束を達成するに当たって、
先進国と途上国が共同で排出削減・植林事業を行い、その結果生
じた削減量・吸収量を「認証された排出削減量（クレジット）」とし
て事業に貢献した先進国等が獲得できる制度。途上国にとっては
投資と技術移転がなされるメリットがある。

グリーン経済
環境問題に伴うリスクと生態系の損失を軽減しながら、人間の生
活の質を改善し社会の不平等を解消するための経済のあり方。

グリーン購入
製品やサービスを購入する際に、その必要性を十分に考慮し、購
入が必要な場合には、できる限り環境への負荷が少ないものを優
先的に購入すること。

グリーン購入法
「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」参照。

グリーン成長（Green Growth）
OECDによって提唱された、経済的な成長を実現しながら私達の
暮らしを支えている自然資源と自然環境の恵みを受け続ける、と
いう考え方。

グリーンディール制度
住宅や建築物への断熱材等の導入等、省エネルギー化に向けた改
修を、リースを活用して実施し、その費用を電気代に上乗せして
支払う制度。

グリーンディールアドバイス報告書
グリーンディール制度下において、今後実施可能な省エネルギー
対策とそれによる光熱費の節約額を記載した報告書。

グリーンニューディール
厳密な定義はないが、一般的には、環境分野への投資を通じた景
気浮揚策を指すことが多い。

グリーンニューディール基金
地球温暖化問題等の国全体として重要な環境問題を解決するため
には、地域の取組が不可欠であることから、地域の温暖化対策等
が確実に実施し、当面の雇用創出と中長期的に持続可能な地域経
済社会の構築につなげることを目的として、国から集中的に財政
支援を行うもの。

グリーン物流パートナーシップ会議
物流部門でのCO2の一層の削減を図るため、荷主企業と物流事業
者の連携・協働により、モーダルシフト、共同配送、拠点集約等、
施策の幅を広げ、中小企業を含めた裾野の広い取組拡大を図るた
め、平成17年4月に正式発足した会議体。荷主企業、物流事業者、
地方公共団体、シンクタンク、有識者など3,300を越える会員登
録がある（平成25年12月現在）。
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［け］
警戒区域
原子力災害対策特別措置法に基づき、東京電力福島第一原子力発
電所事故後指定された同原子力発電所から半径20km圏内の区域。

計画的避難区域
原子力災害対策特別措置法に基づき、東京電力福島第一原子力発
電所事故後指定された、年間の放射線量が20ミリシーベルトを超
える区域。

景観法
都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るため、良好な
景観の形成に関する基本理念及び国等の責務を定めるとともに、
景観計画の策定、景観計画区域、景観地区等における良好な景観
の形成のための規制等所要の措置を講ずる日本で初めての景観に
ついての総合的な法律。

経済協力開発機構（OECD）
世界経済の発展、途上国経済の健全な拡大、多角的かつ無差別な
世界貿易の拡大のための政策の推進を目的とした国際機関であり、
現在34か国が加盟している。

健康項目
原則的に全公共用水域及び地下水につき一律に定められている、
人の健康を保護する上で維持することが望ましい水質汚濁に係る
環境基準。

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
平成12年法律第104号。一定規模以上の建設工事について、その
受注者に対し、コンクリートや木材等の特定建設資材を分別解体
等により現場で分別し、再資源化等を行うことを義務付けるとと
もに、制度の適正かつ円滑な実施を確保するため、発注者による
工事の事前届出制度、解体工事業者の登録制度などを設けている。

建設リサイクル推進計画2008
国土交通省における建設リサイクルの推進に向けた基本的考え方、
目標、具体的施策を内容とする計画として策定。

建築物総合環境性能評価手法（CASBEE）
Comprehensive Assessment System for Built Environment 
Efficiency。産学官共同で開発された、住宅・建築物の居住性（室
内環境）の向上と地球環境への負荷の低減等を、総合的な環境性
能として一体的に評価を行い、評価結果を分かりやすい指標とし
て示す評価システム。

建築物用地下水の採取の規制に関する法律
昭和37年法律第100号。地盤沈下の防止を図るため、特定の地域
における、井戸による建築物用地下水の採取についての規制を定
めたもの。4都府県4地域が政令により指定されている。

県民健康管理調査
福島県が実施している、全県民を対象とした中長期的な健康管理。

［こ］
広域臨海環境整備センター法
昭和56年法律第76号。廃棄物の広域的処理が必要な区域において、
海面埋立てによる広域処理場の建設、管理等の業務を行う法人の
設立手続等を定める。本法に基づくものとして、現在、近畿圏の
2府4県を処理対象区域とする「大阪湾フェニックス計画」が挙げら
れる。

公園管理団体
民間団体や市民による自発的な自然風景地の保護及び管理の一層
の推進を図る観点から、一定の能力を有する一般社団法人又は一
般財団法人、NPO法人であって、国立公園にあっては環境大臣が、
国定公園にあっては都道府県知事が指定する団体。風景地保護協
定に基づく風景地の管理や公園内の利用に供する施設の管理等を
行う。

公園計画
自然公園の保護と利用を適正に行うために、公園ごとに定める計
画。「規制計画」と「事業計画」に大別され、この計画に基づき、公
園内の規制の強弱、施設の種類や配置、生態系の維持又は回復の
ための事業の実施方針等が定められる。

公害健康被害の補償等に関する法律
昭和48年法律第111号。公害健康被害者の迅速かつ公正な保護を
図るため、公害健康被害補償法が昭和49年9月1日から施行された。
本制度は、民事上の損害賠償責任を踏まえ、汚染物質の排出原因
者の費用負担により、公害健康被害者に対する補償給付等を行う
もの。制度の対象となる疾病は、気管支ぜんそく等のような原因
物質と疾病との間に特異的な関係のない疾病（大気汚染が著しく、
その影響による気管支ぜんそく等の疾病が多発している地域を第

一種地域として指定）並びに水俣病、イタイイタイ病及び慢性砒
素中毒症のような原因物質と疾病との間に特異的な関係がある疾
病（環境汚染が著しく、その影響による特異的疾患が多発してい
る地域を第二種地域として指定）の2種類がある。このうち第一種
地域については、大気汚染の態様の変化を踏まえて見直しが行わ
れ、昭和61年10月に出された中央公害対策審議会答申「公害健康
被害補償法第一種地域のあり方等について」に基づき、［1］第一種
地域の指定解除、［2］既被認定者に関する補償給付等の継続、［3］
大気汚染の影響による健康被害を予防するための事業の実施、［4］

「公害健康被害の補償等に関する法律（公健法）」への法律名の改正
等を内容とする制度改正が行われ、昭和63年3月から施行されて
いる。

公害健康被害予防事業
昭和63年3月の公害健康被害補償法の改正法の施行により、新た
に大気汚染の影響による健康被害を予防するため、独立行政法人
環境再生保全機構（以下「機構」という。）に置かれた公害健康被害
予防基金の運用益により、機構が直接行う事業（［1］調査研究、［2］
知識の普及、［3］研修）と、機構の助成を受けて地方公共団体等が
旧第一種地域等を対象として行う事業（［1］計画作成、［2］健康相談、

［3］健康診査、［4］機能訓練、［5］施設等整備、［6］施設等整備助成）
がある。

公害対策基本法
昭和42年法律第132号。日本の四大公害病である水俣病、第二水
俣病（新潟水俣病）、四日市ぜんそく、イタイイタイ病の発生を受
け制定された公害対策に関する日本の基本法。昭和42年8月3日公
布、同日施行。平成5年11月19日、環境基本法施行に伴い統合、
廃止。本法律下では、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振
動、地盤沈下、悪臭の7つを公害と規定。

公害防止計画
環境基本法第17条の規定に基づく法定計画で、現に公害が著しい
地域等において、環境大臣の策定指示により関係都道府県知事が
作成し、環境大臣により同意される公害の防止を目的とした地域
計画。

公害防止事業費事業者負担法
昭和45年法律第133号。公害防止事業に要する費用の事業者負担
に関し、公害防止事業の範囲、事業者の負担の対象となる費用の
範囲、各事業者に負担させる額の算定その他必要な事項を定めた
もの。

光化学オキシダント
工場・事業場や自動車から排出されるNOxやVOCなどが太陽光
線を受けて光化学反応を起こすことにより生成されるオゾンなど
の総称で、いわゆる光化学スモッグの原因となっている物質。強
い酸化力を持ち、高濃度では眼やのどへの刺激や呼吸器に影響を
及ぼすおそれがあり、農作物などにも影響を与える。

公共車両優先システム（PTPS）
Public Transportation Priority Systems。バス専用・優先レーン
の設定等の交通規制を行うとともに、バスがなるべく停止しない
ように進行方向の信号を優先的に青にすること等により、バスの
定時運行と利便性向上を図るシステム。

工業用水法
昭和31年法律第146号。工業の健全な発達と地盤沈下防止を図る
ため、特定の地域における、井戸による工業用地下水の採取につ
いての規制を定めたもの。10都府県17地域が政令により指定され
ている。

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関す
る法律
昭和42年法律第110号。国土交通大臣が設置する公共用飛行場の
うち騒音等による障害が著しいと認めて指定した特定飛行場及び
成田国際空港について、騒音の程度に応じて区域指定を行い、区
域ごとに行う対策を定めている。また、周辺が市街化しているた
め、計画的な整備が必要な空港については周辺整備空港と指定し、
空港周辺整備機構が当該空港に係る騒音対策事業の実施主体とな
ることを規定している。最近では、平成14年に一部改正を行い、
平成15年10月より空港周辺整備機構を独立行政法人化した。

航空機騒音・新幹線鉄道騒音に係る環境基準
航空機騒音に係る環境基準は、告示により、加重等価平均感覚騒
音レベルの値をもっぱら住居の用に供される地域については70以
下、それ以外の地域であって通常の生活を保全する必要がある地
域については75以下にすることとされている。新幹線騒音に係る
環境基準は、主として住居の用に供される地域は70デシベル以下、
商工業の用に供される地域等は75デシベル以下とすることとされ
ている。

語
句
説
明
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公健法
「公害健康被害の補償等に関する法律」参照。

甲状腺超音波調査
放射線の影響の出ない時期での福島県の子供達（18歳まで含む）の
甲状腺の結節（しこり）の有無を調べるための低侵襲な超音波によ
る検査。

交通公害低減システム（EPMS）
Environmental Protection Management System。大気汚染や騒
音等の状況を考慮した交通情報提供や信号制御を行うことにより、
排気ガス等道路交通に起因する公害を低減するとともに、自動車
からのCO2排出を抑制することにより、地球温暖化を防止し、もっ
て環境の保護を図るシステム。

交通需要マネジメント（TDM）
Transportation Demand Management。都市又は地域レベルの
交通需要の時間的・空間的集中を緩和するため、時間の変更、経
路の変更、手段の変更、自動車の効率的利用、発生源の調整等に
より、交通需要量を調整（＝交通行動の調整）する手法。

高度道路交通システム（ITS）
Intelligent Transport Systems。道路交通の安全性、輸送効率、
快適性の向上等を目的に、最先端の情報通信技術等を用いて、人
と道路と車両とを一体のシステムとして構築する道路交通システ
ムの総称。

神戸3R行動計画
2008年（平成20年）5月に神戸で開催されたG8環境大臣会合で合
意された、今後G8各国が3Rの一層の推進に向けて取り組む具体
的な行動が列挙された計画。［1］3R関連政策の優先的実行及び
資源生産性の向上、［2］国際的な循環型社会の構築、［3］開発途上
国の能力開発に向けた連携を掲げている。

合流式下水道
汚水及び雨水を同一の管きょで排除し処理する方式。分流式下水
道に比べ管路施設の建設が容易でコストも安い。古くから下水道
が普及してきた大都市等において多く採用されているが、雨天時
に公共用水域に流出する未処理下水により、水質汚濁上、公衆衛
生上の問題が発生している。

小型家電リサイクル法
「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」参照。

コーポレートファイナンス
企業の財務活動のうち、事業に必要な資金を金融市場から調達す
るための活動の総称。

国際海事機関（IMO）
船舶の安全及び船舶からの海洋汚染の防止等、海事問題に関する
国際協力を促進するための国連の専門機関として、1958年（昭和
33年）に設立（設立当時は「政府間海事協議機関（IMCO）」。1982年

（昭和57年）に国際海事機関（IMO）に改称）。我が国は設立当初に
加盟国となり、理事国の地位を保持している。2013年（平成25年）
4月現在、170の国・地域が正式に加盟、3地域が準加盟国となっ
ている。現事務局長は、関水康司氏（2012年（平成24年）1月～）。

国際協力機構（JICA）
開発途上地域等の経済及び社会の発展に寄与し、国際協力の促進
に資することを目的とし、政府開発援助（ODA：技術協力、有償
及び無償の資金協力）等を行う。有償資金協力（海外経済協力業務）
は、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関
する法律」（行政改革推進法）に基づき、国際協力銀行から2008年

（平成20年）10月1日に承継したもの。同時に、無償資金協力につ
いても外務省が実施する一部のもの以外は原則としてJICAが実
施することとなった。

国際原子力機関（IAEA）
技術協力を通じた原子力の平和利用の促進、原子力活動が軍事転
用されないための保障措置の実施、原子力の安全確保を行う。
1957年（昭和32年）に創立され、2005年（平成17年）には原子力エネ
ルギーの平和的利用に対する貢献からノーベル平和賞を受賞した。
2012年（平成24年）4月現在、加盟国は154か国で、本部はオース
トリアのウィーン。

国際自然保護連合（IUCN）
1948年（昭和23年）に国家、政府機関、非政府機関という独特の世
界的な協力関係の下で設立された。2012年（平成24年）11月現在、
91か国から、127の政府機関、903の非政府機関、44の協力団体が
会員となり、181か国からの約1万人の科学者、専門家が参画する
世界最大の国際的な自然保護機関。本部はスイスのグラン。

国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM）
化学物質が、人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化す
る方法で使用、生産されることを2020年（平成32年）までに達成す
ることを目指し、化学物質管理について、関連する国際機関や諸
外国などが連携・協力して取り組むための中長期的な行動計画。
2006年（平成18年）2月の第1回国際化学物質管理会議で承認され
た。

国際熱帯木材機関（ITTO）
「1983年国際熱帯木材協定（ITTA 1983）」に基づき1986年（昭和61
年）に設立された国際機関。本部は横浜市に置かれており、平成
25年12月現在66か国とEUが加盟している。熱帯木材の貿易と有
効利用や熱帯林の持続可能な経営に関する議論及び国際協力の推
進を目的に活動をしており、これまで「熱帯生産林の持続可能な
経営のためのガイドライン」等技術的なガイドラインの策定のほ
か、違法伐採対策、熱帯木材貿易の統計情報能力の向上、環境配
慮型伐採方法の普及・訓練、熱帯木材の利用効率の向上等のプロ
ジェクトを実施している。

国際貿易の対象となる特定の有害な化学物質及び駆除剤について
の事前のかつ情報に基づく同意の手続に関するロッテルダム条約
人の健康及び環境を保護し、当該化学物質の環境上適正な使用を
促進するために、化学物質の輸入に関する事前同意（PIC：Prior 
Informed Consent）手続や輸入国に対して有害情報の送付を行う
制度等を定めた条約。1998年（平成10年）9月にロッテルダムにお
いて採択され、2004年（平成16年）2月に発効した。日本は2004年

（平成16年）6月に受諾。

国際放射線防護委員会（ICRP）
放射線医学等の専門家の立場から放射線防護に関する勧告を行う
民間の国際学術組織。ICRPが出す勧告は国際的に権威あるもの
とされ、IAEAの安全基準、世界各国の放射線障害防止に関する
法令の基礎にされている。

国際民間航空機関（ICAO）
国際民間航空条約（シカゴ条約）が発効した1947年（昭和22年）に正
式に設立された国連の専門機関の一つ。国際民間航空の安全かつ
秩序ある発展及び国際航空運送業務の健全かつ経済的な運営を図
ることを目的とし、技術的問題、法律的問題等に関する各種の活
動のほか、最近では経済的問題に関する活動も行っている。本部
はモントリオールにあり、平成22年4月現在、190か国が加盟して
いる（日本は昭和28年10月に加盟）。

国立水俣病総合研究センター
水俣病に関する総合的な調査及び研究並びに国内及び国外の情報
収集、整備及び提供をつかさどることを目的に熊本県水俣市に設
置。

国連開発計画（UNDP）
国連システムにおける技術協力活動の中核的資金供与機関として、
1965 年（昭和40年）の第20 回国連総会決議 2029 に基づき、それ
までの「国連特別基金」及び「拡大技術援助計画」が統合されて1966 
年（昭和41年） 1 月 1 日に設立された。

国連環境計画（UNEP）
1972年（昭和47年）にストックホルムで開催された国連人間環境会
議の結果として設立された国連機関であり、本部はケニアのナイ
ロビに置かれている。国連諸機関が行っている環境に関する諸活
動の総合的調整管理及び環境分野における国際協力の推進を目的
としている。

国連環境計画ファイナンス・イニシアティブ（UNEP FI）
UNEPとおよそ325の世界各地の銀行・保険・証券会社等と広範
で緊密なパートナーシップ。1992年（平成4年）の設立以来、金融
機関、政策者、規制当局と協調し、経済的発展とESG（環境・社
会・ガバナンス）への配慮を統合した金融システムへの転換を進
めている。

国連持続可能な開発委員会（CSD）
1992年（平成4年）6月にブラジルのリオデジャネイロで開催され
た「環境と開発に関する国連会議」（地球サミット）において設置
が決まった国連組織。環境と経済の統合のための国際的な政策決
定能力の促進やアジェンダ21の実施の進捗状況の審査を行うこと
を主な目的として、国連の経済社会理事会の下に設置されていた。
リオ＋20の成果を受け、現在では「持続可能な開発に関するハイ
レベル・フォーラム」に再編された。

国連持続可能な開発会議（リオ＋20）
持続可能な開発を実現するための世界的な取組を議論するため、
2012年（平成24年）6月20日から22日までリオデジャネイロ（ブラ
ジル）で開催された会議。国連加盟188か国及び3オブザーバー（EU、
パレスチナ、バチカン）から97名の首脳及び多数の閣僚級（政府代
表としての閣僚は78名）が参加したほか、各国政府関係者、国会
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議員、地方自治体、国際機関、企業及び市民社会から約3万人が
参加した。

国連持続可能な開発のための教育の10年
［1］2005年（平成17年）1月からの10年間を「国連持続可能な開発
のための教育の10年」とし、［2］ユネスコにその国際実施計画を作
成するよう要請し、［3］各国政府がその実施のための措置を国内
の教育戦略及び行動計画に盛り込むよう呼びかけた第57回国連総
会決議に基づく取組。2005年（平成17年）9月にユネスコ執行委員
会において国際実施計画が承認され、日本では、同年12月、関係
省庁連絡会議を内閣官房の下に設置し、各方面から寄せられた意
見等にも十分に配慮しつつ検討を進め、2006年（平成18年）3月、
関係省庁連絡会議において、我が国における「国連持続可能な開
発のための教育の10年」実施計画を定めた。

国連食糧農業機関（FAO）
世界の人々の栄養及び生活水準の向上、食料及び農産物の生産、
流通の改善、並びに農村住民の生活条件の改善を通じた世界経済
の発展及び人類の飢餓からの解放を目的として、1945年（昭和20
年）に設立された国連の専門機関。2013年（平成25年）現在で、196
か国及びEUが加盟している。森林分野では、世界の森林の現況
を取りまとめた「世界森林資源評価」の発刊や森林・林業関係
フィールド・プロジェクトの実施、森林に関する情報の収集、分
析、普及などの活動を行っている。

国連森林フォーラム（UNFF）
地球サミット以降、世界の持続可能な森林経営の推進を協議する
場として国連に設置された、森林に関する政府間パネル（IPF）、
森林に関する政府間フォーラム（IFF）を受けて、2001年（平成13
年）に国連経済社会理事会（ECOSOC）の下に設置された機関。
2007年（平成19年）の第7回会合では、2015年（平成27年）までに持
続可能な森林経営と4つの世界目標を達成するための方策等を盛
り込んだ文書が採択された。

国連生物多様性の10年日本委員会
国連が定めた「国連生物多様性の10年」（2011～2020年）に対応す
るため、国内のあらゆる主体が、それぞれの立場で連携をとりつ
つ、生物多様性の保全とその持続可能な利用の確保に取り組むこ
とを促進し、愛知目標の達成に貢献することを目的として、2011
年（平成23年）9月1日に「地球生きもの委員会（国際生物多様性年
国内委員会）」を改組して設立された。

国連水と衛生に関する諮問委員会
2004年（平成16年）3月、アナン国連事務総長が世界水の日のメッ
セージにおいて設置を発表した諮問組織。世界の水問題解決策の
検討を目的としており、世界中のさまざまな分野から、閣僚経験
者や国際機関の長を務めた有識者やNGOの代表など約20名の委
員で構成されている。

湖沼水質保全計画
湖沼水質保全特別措置法に基づき、特に緊要な対策が必要として
環境大臣が指定した指定湖沼（現在、琵琶湖、霞ヶ浦等11湖沼）ご
とに、関係都道府県知事が環境大臣との協議を経て策定する。
COD、総りん及び総窒素（排水規制対象湖沼のみ）について水質
改善目標値を設定し、湖沼の水質保全に資する事業に関する方針、
水質保全に資する事業に関すること、規制その他の措置に関する
こと等を定める。

湖沼水質保全特別措置法
昭和59年法律第61号。湖沼は閉鎖性の水域であり、汚濁物質が蓄
積しやすいため、水質汚濁防止法に基づく諸対策のみでは環境基
準の達成が難しいことから、湖沼の水質保全を総合的に推進する
ために制定された。

個人線量計
個人が外部被ばくによって受ける被ばく線量を計測する機器。

国家ハロンマネジメント戦略
モントリオール議定書締約国会合の決定に基づき、日本における
ハロンの管理についての考え方、取組を取りまとめたもの。2000
年（平成12年）7月にUNEPのオゾン事務局に提出した。

固定価格買取制度（FIT）
再生可能エネルギーにより発電された電気の買取価格（タリフ）を
法令で定める制度で、主に再生可能エネルギーの普及拡大を目的
としている。再生可能エネルギー発電事業者は、発電した電気を
電力会社などに、一定の価格で、一定の期間にわたり売電できる。
ドイツ、スペインなどでの導入の結果、風力や太陽光発電が大幅
に増加した実績などが評価され、採用する国が増加している。一
方で、国民負担の観点にも配慮が必要である。

コベネフィット・アプローチ
開発途上国の課題である大気汚染や水質汚濁などの環境汚染対策

と、地球規模の課題である温室効果ガスの削減を同時に実現する
取組。急速に発展しつつある開発途上国の温暖化対策への取組を
促す上で有効と考えられている。

コペンハーゲン合意
平成21年12月に開催されたCOP15において首脳級での協議等を
経て、米中等の主要国を含む形で取りまとめられた合意。世界全
体の気温の上昇が2℃以内にとどまるべきであるとの科学的見解
を認識し、長期の協力行動を強化すること、先進国や途上国の削
減目標・行動の登録、気候変動対策に取り組む途上国に対する短
期資金や長期資金の支援の実施などが合意された。

ごみ発電
ごみ焼却時に発生する熱エネルギーをボイラーで回収し、蒸気を
発生させてタービンを回して発電を行うもの。化石燃料の使用削
減につながることから温暖化対策としても注目されている。

［さ］
サーマルリカバリー

「熱回収」参照。

災害廃棄物
地震や津波等の災害によって発生する廃棄物をいう。

再資源化施設
リユース・リサイクルを進めるための施設の総称。

最終処分場
廃棄物は、資源化又は再利用される場合を除き、最終的には埋立
処分又は海洋投入処分される。最終処分は埋立てが原則とされて
おり、大部分が埋立てにより処分されている。最終処分を行う施
設が最終処分場であり、ガラスくず等の安定型産業廃棄物のみを
埋め立てることができる「安定型最終処分場」、有害な産業廃棄物
を埋め立てるための「遮断型最終処分場」、前述の産業廃棄物以外
の産業廃棄物を埋め立てる「管理型最終処分場」及び一般廃棄物最
終処分場（「管理型最終処分場」と同様の構造）とに分類される。こ
れらは埋め立てる廃棄物の性状によって異なる構造基準及び維持
管理基準が定められている。

再使用（リユース）
いったん使用された製品や部品、容器等を再使用すること。具体
的には、［1］あるユーザーから回収された使用済み機器等をその
まま、もしくは修理などを施した上で再び別のユーザーが利用す
る「製品リユース」、［2］製品を提供するための容器等を繰り返し
使用する「リターナブル」、［3］ユーザーから回収された機器など
から再使用可能な部品を選別し、そのまま、もしくは修理等を施
した上で再度使用する「部品リユース」などがある。

再生可能エネルギー
エネルギー源として永続的に利用することができる再生可能エネ
ルギー源を利用することにより生じるエネルギーの総称。具体的
には、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バイオマスなどをエ
ネルギー源として利用することを指す。

再生利用
廃棄物等を原材料として再利用すること。効率的な再生利用のた
めには、同じ材質のものを大量に集める必要があり、特に自動車
や家電製品といった多数の部品からなる複雑な製品では、材質の
均一化や材質表示などの工夫が求められる。なお、再生利用のう
ち、廃棄物等を製品の材料としてそのまま利用することをマテリ
アルリサイクル（例：びんを砕いてカレットにした上で再度びん
を製造する等）、化学的に処理して利用することをケミカルリサ
イクルという（例：ペットボトルを化学分解して再度ペットボト
ルにする等）。

里海
豊かな海の恵みを利用しながら生活してきている人の暮らしと強
いつながりのある地域で、自然生態系と調和しつつ人手を加える
ことにより、高い生物生産性と生物多様性の保全が図られている
海域概念。

里地里山
奥山自然地域と都市地域の中間に位置し、さまざまな人間の働き
かけを通じて環境が形成されてきた地域であり、集落を取り巻く
二次林と人工林、農地、ため池、草原などで構成される地域概念。

砂漠化対処条約（UNCCD）
正式名称「深刻な干ばつ又は砂漠化に直面する国（特にアフリカの
国）において砂漠化に対処するための国際連合条約」。1994年（平
成6年）に採択され、1996年（平成8年）に発効した。我が国は、同
条約を1998年（平成10年）に受諾した。砂漠化の影響を受ける締約
国は砂漠化に対処するための行動計画を策定し実施すること、ま
た、先進締約国は開発途上締約国のそのような取組を支援するこ

語
句
説
明
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と等が規定されている。2013年（平成25年）12月現在約195か国及
びEUが加盟している。

サブファンド
アンブレラ型投資信託に含まれる個々の投資信託。

産業廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃えがら、汚泥、廃油、
廃酸、廃アルカリ、廃プラスチックなど20種類の廃棄物をいう。
大量に排出され、また、処理に特別な技術を要するものが多く、
廃棄物処理法の排出者責任に基づきその適正な処理が図られる必
要がある。

酸性雨
二酸化硫黄、NOx等の大気汚染物質は、大気中で硫酸、硝酸等に
変化し、再び地上に戻ってくる（沈着）。それには2種類あり、一
つは、雲をつくっている水滴に溶け込んで雨や雪などの形で沈着
する場合（「湿性沈着」と呼ばれる）であり、ほかの一つは、ガスや
粒子の形で沈着する場合（「乾性沈着」と呼ばれる）である。当初は
もっぱら酸性の強い（pHの低い）雨のことのみに関心が寄せられ
ていた。しかし、現在ではより幅広く、「酸性雨」は湿性沈着及び
乾性沈着を併せたものとしてとらえられている（したがって、よ
り科学的には「酸性沈着」という用語が使用される）。

残留性有機汚染物質（POPs）
Persistent Organic Pollutants。毒性、難分解性、生物蓄積性及
び長距離移動性を有する物質。

残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約
POPsの廃絶、削減等に国際的に取り組むため、2001年（平成13年）
5月に採択され、2004年（平成16年）5月に発効。POPsの製造、使
用の原則禁止及び原則制限、非意図的生成物質の排出削減、
POPsを含む在庫・廃棄物の適正管理及び処理、これらの対策に
関する国内実施計画の策定等を締約国に義務付けている。当初
PCB、DDT、ダイオキシン類など12物質群が対象とされており、
第4回締約国会議（2009年（平成21年）5月）で9物質群、第5回締約
国会議（2011年（平成23年）4月）で1物質群、第6回締約国会議（2013
年（平成25年）5月）で1物質群（2014年（平成26年）11月発効予定）
を新たに対象とすることが決定された。日本は、2002年（平成14年）
8月に締結。

［し］
シーベルト（Sv）
放射線による人体への影響度合いを表す単位。

ジオパーク
「大地の公園」ともいわれるもので、地形の成り立ちと仕組み、地
形と生態系や人間生活とのかかわりを考える公園。日本国内では
日本ジオパーク委員会が、国際的な活動としてはユネスコが支援
するNGO「世界ジオパークネットワーク」が認定を行っている。

資源生産性
投入された資源をいかに効率的に使用して経済的付加価値を生み
出しているかを測る指標で、循環型社会基本計画では、GDP（国
内総生産）を天然資源等投入量（国内・輸入天然資源及び輸入製品
の総量）で割ることによって算出している。天然資源等はその有
限性や採取に伴う環境負荷が生じること、また、それらが最終的
には廃棄物等となることから、より少ない投入量で効率的にGDP
を生み出すよう、資源生産性の増加が望まれる。

資源の有効な利用の促進に関する法律
平成3年法律第48号。［1］製品の環境配慮設計（軽量化等、解体の
容易化等に配慮した設計）、［2］使用済製品の自主回収・リサイク
ル、［3］製造工程で生じる副産物のリデュース・リサイクル（事業
所のゼロ・エミッション）といった3Rに関するさまざまな取組を
促進することにより、循環経済システムの構築を目的とする。

資源有効利用促進法
「資源の有効な利用の促進に関する法律」参照。

指針値（環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図
るための指針となる数値）
環境基本法第16条に基づき定められる環境基準とは性格及び位置
付けは異なるものの、人の健康に係る被害を未然に防止する観点
から科学的知見を集積し、有害性評価に係るデータの科学的信頼
性において制約がある場合も含めて、評価した結果として設定さ
れるものであり、現に行われている大気モニタリング結果等の評
価や事業者による排出抑制努力の指標としての機能を果たすこと
も期待されている。

自然環境保全基礎調査
全国的な観点から我が国における自然環境の現況及び改変状況を
把握し、自然環境保全の施策を推進するための基礎資料を整備す

るために、環境省が昭和48年度より自然環境保全法第4条の規定
に基づきおおむね5年ごとに実施している調査。一般に、「緑の国
勢調査」と呼ばれ、陸域、陸水域、海域の各々の領域について調
査項目を分類し国土全体の状況を調査している。調査結果は報告
書及び地図等に取りまとめられた上公表されており、これらの報
告書等は、自然環境の基礎資料として、自然公園等の指定・計画
をはじめとする自然保護行政のほか、環境影響評価等の各方面に
おいて活用されている。

自然環境保全法
昭和47年法律第85号。自然環境を保全することが特に必要な区域
等の適正な保全を総合的に推進することを目的とする法律。自然
環境保全基本方針の策定、自然環境保全基礎調査の実施、優れた
自然環境を有する地域を原生自然環境保全地域等として保全する
ことなどを規定している。

自然公園法
昭和32年法律第161号。優れた自然の風景地を保護するとともに、
その利用の増進を図ることにより、国民の保健、休養及び教化に
資するとともに、生物の多様性の確保に寄与することを目的とす
る法律。

自然再生推進法
平成14年法律第148号。自然再生に関する施策を総合的に推進す
るための法律。自然再生についての基本理念、実施者等の責務及
び自然再生基本方針の策定その他の自然再生を推進するために必
要な事項を定めている。

持続可能な開発
「環境と開発に関する世界委員会」（委員長：ブルントラント・ノー
ルウェー首相（当時））が1987年（昭和62年）に公表した報告書「Our 
Common Future」の中心的な考え方として取り上げた概念で、「将
来の世代の欲求を満たしつつ、現在の世代の欲求も満足させるよ
うな開発」のことを言うとされている。

持続可能な開発目標（SDGs）
Sustainable Development Goals。接続可能な3つの側面（経済・
社会・環境）に統合的に対応する普遍的目標。リオ＋20ではその
目標策定のための政府間交渉プロセスの立ち上げが合意された。

持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則
持続可能な社会の形成のために必要な責任と役割を果たしたいと
考える金融機関の行動指針として7つの行動原則を示したもの。
署名した金融機関に対し、自らの業務内容を踏まえ、可能な限り
本原則に基づく取組を実践するよう求めている。

自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域にお
ける総量の削減等に関する特別措置法
平成4年法律第70号。自動車交通の集中等により、大気汚染防止
法等の既存の施策のみによっては大気環境基準の確保が困難と
なっている地域において、自動車から排出されるNOx及び粒子状
物質（PM）の総量を削減し、大気環境の改善を図ることを目的と
した法律。現在、この法律に基づき、関東、関西及び中部の約
250市区町村が対策地域として指定され、ほかの地域よりも厳し
い特別の排出ガス規制（車種規制）が適用されている。

自動車税のグリーン化
排出ガス及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい一定の自動車は
税率を軽減し、新車新規登録から一定年数を経過した環境負荷の
大きい自動車は税率を重くする特例措置。

自動車排出ガス測定局
自動車走行による排出物質に起因する大気汚染の考えられる交差
点、道路及び道路端付近の大気を対象にした汚染状況を常時監視
する測定局。

自動車リサイクル法
「使用済自動車の再資源化等に関する法律」参照。

自排局
「自動車排出ガス測定局」参照。

支払意思額
環境を改善する対策もしくは環境の悪化を回避する対策等を実施
することに対し、消費者が最大支払っても構わない金額。仮想的
なシナリオを示したアンケート調査の結果から統計的に分析する。
中央値と平均値があり、中央値は支払う人と支払わない人の割合
が統計的に半々となる金額。

社会的責任投資（SRI）
Socially Responsible Investment。従来からの株式投資の尺度で
ある企業の収益力、成長性等の判断に加え、各企業の人的資源へ
の配慮、環境への配慮、利害関係者への配慮などの取組を評価し、
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投資選定を行う投資行動。

臭化メチル
主に土壌くん蒸や農産物の検疫くん蒸に使用される。オゾン層破
壊物質でありモントリオール議定書の削減規制対象物質。

重要無形民俗文化財
文化財保護法に基づき、風俗慣習、民俗芸能、民俗技術などの無
形の民俗文化財のうち特に重要なもので文部科学大臣が指定した
もの。

種の保存法
「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」参照。

シュレッダーダスト
廃自動車、廃家電製品等を破砕した後、比重の大きい鉄スクラッ
プと非鉄金属スクラップを選別回収した後の、プラスチックやガ
ラス、ゴムなど比重の小さいものからなる廃棄物。年間発生量は
約100万トン前後で推移している。深刻化する埋立処分場不足、
有害物質の混入のほか、鉄スクラップ相場などの経済影響を受け
やすく、不法投棄や不適正処理につながりやすい。香川県豊島の
不適正処理はその代表的なもの。

循環型社会
大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるものとして提示
された概念。循環型社会基本法では、第一に製品等が廃棄物等と
なることを抑制し、第二に排出された廃棄物等についてはできる
だけ資源として適正に利用し、最後にどうしても利用できないも
のは適正に処分することが徹底されることにより実現される、「天
然資源の消費が抑制され、環境への負荷ができる限り低減された
社会」としている。また、循環型社会基本計画では、このアンケー
ト結果を踏まえ、具体的な循環型社会のイメージを提示している。

循環型社会形成推進基本計画
循環型社会形成推進基本法に基づき、政府全体の循環型社会の形
成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、循環型社
会の形成に関する施策についての基本的な方針などを定める計画。
平成15年に第1次計画、平成20年に第2次計画、平成25年に第3次
計画が閣議決定・国会報告された。同計画は、循環型社会のイメー
ジを明らかにするとともに、経済社会におけるものの流れ全体を
把握する「物質フロー指標」等についての数値目標、国の取組、各
主体の役割等を定めている。

循環型社会形成推進基本法
平成12年法律第110号。循環型社会の形成について基本原則、関
係主体の責務を定めるとともに、循環型社会形成推進基本計画の
策定その他循環型社会の形成に関する施策の基本となる事項など
を規定した法律。

循環資源
循環型社会基本法で定義されたものであり、廃棄物等（無価物で
ある廃棄物及び使用済製品等や副産物等で有価のもの）のうち有
用なものを指す。実態的には「廃棄物等」はすべて有用なものとし
ての可能性を持っていることから、廃棄物等と同等であるといえ
る。有価・無価という違いを越えて廃棄物等を一体的にとらえ、
その発生抑制と循環的利用（再使用、再生利用、熱回収）を推進す
るために考案された概念。

循環利用率
循環型社会基本計画で採用した指標。同計画では循環利用率＝循
環利用量/（循環利用量＋天然資源等投入量）（＝総物質投入量）と
している。ここで、循環利用量とはリユース又はリサイクルされ
た量を指す。最終処分量を減らすために適正な循環利用が進むよ
う、原則的には増加が望まれる。

準絶滅危惧
レッドリストのカテゴリーの一つ。存続基盤が脆

ぜ い

弱な種。現時点
での絶滅危険度は小さいが、生息条件の変化によっては「絶滅危
惧」に移行する要素を有するもの。

小水力発電
水力発電のうち、ダム等に設置された大規模な水力発電ではなく、
河川や水路に設置した水車などを用いてタービンを回し発電する
小規模な水力発電のこと。

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律
平成24年法律第57号。デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型
電子機器等の再資源化を促進するため、再資源化事業計画の認定、
当該認定を受けた再資源化事業計画にしたがって行う事業につい
ての廃棄物処理業の許可等に関する特例等について定めた法律。

使用済自動車の再資源化等に関する法律
平成14年法律第87号。自動車製造業者等を中心とした関係者に適

切な役割分担を義務付けることにより、使用済自動車のリサイク
ル・適正処理を図るための法律。自動車製造業者・輸入業者に、
自らが製造・輸入した自動車が使用済みになった場合に生じる
シュレッダーダスト（破砕された後の最終残さ）等を引き取ってリ
サイクルする等の義務を課し、そのために必要な費用はリサイク
ル料金（再資源化預託金等）として自動車の所有者が原則新車販売
時に負担する制度。解体業者などの関係事業者はすべて都道府県
知事等の登録・許可を受けることが必要であり、各事業者間の使
用済自動車の流通は一元的に情報管理される仕組みとなってい
る。

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律
平成12年法律第116号。食品循環資源の再生利用並びに食品廃棄
物等の発生抑制及び減量に関する基本的事項を定めるとともに、
登録再生利用事業者制度等の食品循環資源の再生利用を促進する
ための措置を講ずることにより、食品に係る資源の有効利用及び
食品廃棄物の排出抑制を図ること等を目的として制定された。

食品ロス
食べられるのに捨てられてしまう食品。

除染
放射性物質を、「取り除く」、「遮

さえぎ

る」、「遠ざける」などの方法を組
み合わせて環境中にある放射性物質による被ばく線量を低減する
こと。

除染特別地域
放射性物質汚染対処特措法に基づき、地域内の事故由来放射性物
質による環境の汚染が著しいと認められることその他の事情から
国が除染等の措置等を実施する必要があるとされて環境大臣が指
定した地域。警戒区域又は計画的避難区域の指定を受けたことが
ある地域が指定されている。

新交通管理システム（UTMS）
Universal Traffic Management Systems。光ビーコンを用いた
個々の車両と交通管制システムとの双方向通信により、ドライ
バーに対してリアルタイムの交通情報を提供するとともに、交通
の流れを積極的に管理し、「安全・快適にして環境にやさしい交
通社会」の実現を目指すシステム。

新・ゴミゼロ国際化行動計画
2008年（平成20年）5月に神戸で開催されたG8環境大臣会合の際に、
日本として、アジア等における循環型社会の構築に向けて進めて
いく国際的取組を列挙した行動計画。［1］各国のニーズに応じた
廃棄物の適正処理と3Rの統合的推進、［2］廃棄物の適正管理・3R
を通じた温暖化対策への貢献、［3］有害廃棄物の不法な越境移動
の防止、［4］アジア全体の循環型社会の構築に向けた取組、［5］世
界的な循環型社会の構築に向けた連携、を掲げている。

振動規制法
昭和51年法律第64号。工場及び事業場における事業活動並びに建
設工事に伴って発生する相当範囲にわたる振動について必要な規
制を行なうとともに、道路交通振動に係る要請の措置を定めるこ
と等により、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資すること
を目的としたもの。

森林経営
持続可能な方法で森林の多様な機能を十分に発揮するための一連
の作業。

森林原則声明
正式名称「全てのタイプの森林の経営、保全及び持続可能な開発
に関する世界的合意のための法的拘束力のない権威ある原則声
明」。1992年（平成4年）の地球サミットで採択された森林に関する
初めての世界的な合意文書。

［す］
水銀に関する水俣条約
水銀が人の健康及び環境に及ぼすリスクを低減するため、水銀の
ライフサイクル全般にわたる包括的な規制を定めた条約。2013年

（平成25年）10月に熊本市及び水俣市において開催された水銀に
関する水俣条約外交会議において採択された。今後、50か国が締
結批准してから90日後に発効する。

水質汚濁に係る環境基準
水質保全行政の目標として、公共用水域及び地下水の水質につい
て達成し維持することが望ましい基準を定めたもので、人の健康
の保護に関する環境基準（健康項目）と生活環境の保全に関する環
境基準（生活環境項目）の二つからなる。

水質汚濁防止法
昭和45年法律第138号。公共用水域及び地下水の水質の汚濁を防
止し、国民の健康を保護するとともに生活環境の保全を図るため、

語
句
説
明
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事業場からの排出水の規制・生活排水対策の推進・有害物質の地
下浸透規制等が盛り込まれている。また、同法においては、閉鎖
性水域に対して、汚濁負荷量を全体的に削減しようとする水質総
量規制が導入されている。

水平リサイクル
使用済製品を原料として用いて同一種類の製品を製造するリサイ
クル。リサイクルに伴うエネルギー使用量と残さを抑制できれば、
同一製品をつくるために繰り返し使用できることから、持続可能
性が高い。

スコープ3
温室効果ガスの排出量算定・表示・報告手法として、企業のサプ
ライチェーンにおける排出を含める概念。

スマートウェイ
交通安全、渋滞対策、環境対策などを目的とし、人と車と道路と
を情報で結ぶITS技術を活用した次世代の道路。

［せ］
生活環境項目
河川、湖沼、海域ごとに利用目的に応じた水域類型を設けている
生活環境を保全する上で維持されることが望ましい水質汚濁に係
る環境基準。

税制のグリーン化
環境への負荷の低減に資するための税制の見直し。

生態系価値評価パートナーシップ（WAVES）
Wealth Accounting and the Valuation of Ecosystem Services。
生態系サービスの価値を評価し、国家勘定に組み入れることなど
により、生態系サービスの価値が各国の経済・開発政策の立案上、
主要な考慮事項とされることを目指した、世界銀行が進める国際
的な枠組み。

生態系サービス
人々が生態系から得ることのできる便益のことで、食料、水、木
材、繊維、燃料などの「供給サービス」、気候の安定や水質の浄化
などの「調整サービス」、レクリエーションや精神的な恩恵を与え
る「文化的サービス」、栄養塩の循環や土壌形成、光合成などの「基
盤サービス」などがある。

生態系と生物多様性の経済学（TEEB）
The Economics of Ecosystems and Biodiversity。生態系と生物
多様性のもたらす経済的価値への理解を深め、価値を適切に計算
するための経済的ツールの提供を目指した研究。UNEPの主導の
下、ドイツ銀行のエコノミストであるパバン・スクデフ氏を研究
リーダーとしてドイツ政府が中心となり実施。2010年（平成22年）
の生物多様性条約COP10において最終報告書が発表された。

生態系ネットワーク
エコロジカル・ネットワークともいう。保全すべき自然環境や優
れた自然条件を有している地域を核として、生息・生育空間のつ
ながりや適切な配置を考慮した上で、これらを有機的につないだ
ネットワークのこと。ネットワークの形成により、野生生物の生息・
生育空間の確保のほか、人と自然とのふれあいの場の提供、地球
温暖化への適応策等多面的な機能が発揮されることが期待される。

政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のた
め実行すべき措置について定める計画（政府の実行計画）
地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、平成14年7月19日
に閣議決定し、17年4月28日に改訂。平成19年3月30日に新たな計
画を閣議決定。庁舎等からの温室効果ガスの総排出量を平成13年
度比で平成22年度から平成24年度までの総排出量の平均を少なく
とも8％削減することを目標とすること等を定めている。

生物多様性基本法
平成20年法律第58号。生物多様性の保全及び持続可能な利用につ
いて基本原則を定め、国、地方公共団体、事業者、国民及び民間
の団体の責務を明らかにするとともに、生物多様性の保全及び持
続可能な利用に関する施策の基本となる事項を規定した法律。生
物多様性に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、生物多様性
から得られる恵沢を将来にわたって享受できる自然と共生する社
会の実現を図り、あわせて地球環境の保全に寄与することを目的
とする。

生物多様性国家戦略
生物多様性条約第6条に基づき、条約締約国が作成する生物多様
性の保全及び持続可能な利用に関する国の基本的な計画。平成24
年9月には、「生物多様性国家戦略 2012-2020」が閣議決定された。

生物多様性自治体ネットワーク
生物多様性の保全や回復を進めるには、地域に根付いた現場での

活動を、自ら実施し、また住民や関係団体の活動を支援する地方
自治体の役割は極めて重要なため、14の発起自治体を核として、
環境省が設立準備事務局を務め、「生物多様性自治体ネットワー
ク」の設立を呼びかけたところ、99の自治体より参画に賛同を得て、
113の自治体から成る「生物多様性自治体ネットワーク」が2011年

（平成23年）10月7日に設立された。

生物多様性情報システム（J-IBIS）
自然環境保全基礎調査などにより集積した成果をはじめ、日本の
自然環境、生物多様性に関する情報を総合的に収集・管理し、イ
ンターネットにより情報提供するシステム（http://www.biodic.
go.jp/J-IBIS.html）。

生物多様性条約
「生物の多様性に関する条約」参照。

生物多様性条約第10回締約国会議
生物多様性条約の締約国（193の国と地域）が集まる最高意思決定
機関であり、2年に一度開催されている。その第10回の会議が、
平成22年10月に愛知県名古屋市で、我が国が議長国となり開催さ
れた。2010年目標の評価と2010年以降の新しい目標の採択、遺伝
資源へのアクセスと利益配分（ABS）に関する国際的枠組みの検
討などが主要な議題となった。

生物多様性総合評価（JBO）
Japan Biodiversity Outlook。1950年代後半から現在までの評価
期間における日本全国の生物多様性の損失の要因と状態等を総合
的に評価。平成22年5月に公表。

生物多様性地域連携促進法
平成22年法律第72号。地域における多様な主体の連携による生物
の多様性の保全のための活動の促進等に関する法律。地域におけ
る生物多様性の保全の必要性にかんがみ、地域における多様な主
体が連携して行う生物多様性保全活動を促進することによって、
豊かな生物多様性を保全することを目的として、平成22年12月10
日に制定され、平成23年10月1日に施行された。

生物多様性と生態系サービスに関する政府間科学政策プラット
フォーム（IPBES）
生物多様性と生態系サービスに関する動向を科学的に評価し、科
学と政策のつながりを強化する政府間のプラットフォームとして、
2012年（平成24年）4月に設立された組織で、2014年（平成26年）4
月現在115か国と20を超えるオブザーバー等が参加している。科
学的評価、能力開発、知見生成、政策立案支援の4つの機能を柱
とし、気候変動分野で同様の活動を進めるIPCCの例から、生物
多様性版のIPCCと呼ばれることもある。

生物多様性民間参画ガイドライン
環境省が第3次生物多様性国家戦略に基づき策定し、平成21年8月
に公表したガイドラインで、事業者が生物多様性の保全と持続可
能な利用のための活動を自主的に行う際の指針となるもの。

生物多様性民間参画パートナーシップ
平成22年10月に、生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する
民間の参画を推進するため、日本経済団体連合会、日本商工会議
所及び経済同友会等、経済界が中心となって設立した自発的なプ
ログラム「生物多様性民間参画イニシアティブ」の活動主体で、中
小企業や一次産業を含む幅広い事業者の参加を目指している。

生物の多様性に関する条約
生物の多様性の保全、その構成要素の持続可能な利用及び遺伝資
源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分を目的とした条約。
1992年（平成4年）に採択され、1993年（平成5年）12月に発効した。
日本は1993年（平成5年）5月に締結した。条約に基づき生物多様
性国家戦略を策定し、これに基づく各種施策を実施している。

世界環境経済人協会（WBCSD）
1995年（平成7年）に設立された、持続可能な発展を目指す企業で
構成される連合体組織。

世界気象機関（WMO）
世界の気象事業の調和的発展を目標とした国際計画の推進・調整
を行うため、世界気象機関条約（1950年発効）に基づき設立された
もので、国連の専門機関の一つ。我が国は1953年（昭和28年）に加
盟。

世界資源研究所（WRI）
米国ワシントンDCにある地球の環境と開発の問題に関する政策
研究と技術的支援を行う独立した機関。社会科学・自然科学分野
に専門知識を持つ学際的スタッフが研究を行い、その活動は50か
国を超える国々の助言者、研究協力者、国際研究員、パートナー
機関などのネットワークによって補強されている。
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世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約
世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約（平成4年条約第
7号）。文化遺産及び自然遺産を人類全体のための世界の遺産とし
て損傷、破壊等の脅威から保護し、保存するための国際的な協力
及び援助の体制を確立することを目的とする。1972年（昭和47年）
に採択され、1975年（昭和50年）に発効した。我が国においては
1992年（平成4年）に発効し、平成26年3月現在、文化遺産13件及び
自然遺産4件が登録されている。

世界貿易機関（WTO）
多角的貿易体制の維持を主たる目的として、1995年（平成7年）1
月1日に設立された、国際貿易に関するルールを取り扱う唯一の
国際機関。モノ・サービスなどの貿易がルールに基づいて円滑に
行われることを助け、加盟国間の貿易紛争を解決し、さらに自由
で公正な貿易を進めるための多国間貿易交渉（通常「ラウンド」と
呼ぶ）を開催することを目的としている。

絶滅危惧IA類
ごく近い将来における野生での絶滅の危険性が極めて高いもの。

絶滅危惧IB類
IA類ほどではないが、近い将来における野生での絶滅の危険性
が高いもの。

絶滅危惧II類
絶滅の危険が増大している種。現在の状態をもたらした圧迫要因
が引き続き作用する場合、近い将来「絶滅危惧I類」のランクに移
行することが確実と考えられるもの。

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律
平成4年法律第75号。絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
を図ることにより、生物の多様性を確保するとともに、良好な自
然環境を保全することを目的とした法律。

瀬戸内海環境保全特別措置法
昭和48年法律第110号。瀬戸内海の環境の保全を図ることを目的
として、瀬戸内海の環境の保全上有効な施策の実施を推進するた
めの瀬戸内海環境保全基本計画の策定、特定施設の設置の規制、
富栄養化による被害の発生の防止、自然海浜の保全、埋立ての基
本方針等に関することを定めている。

ゼロ・エミッション
ある産業の製造工程から出る廃棄物を別の産業の原料として利用
することにより、廃棄物の排出（エミッション）をゼロにする循環
型産業システムの構築を目指すもの。国連大学が提唱し、企業や
自治体で取組が進んでいる。

全球大気監視（GAW）計画
温室効果ガス、オゾン層、エーロゾル、酸性雨など地球環境にか
かわる大気成分について、地球規模で高精度に観測し、科学的な
情報を提供することを目的に、WMOが1989年（平成元年）に開始
した国際観測計画。

全球地球観測システム（GEOSS）10年実施計画
国際的な連携によって、衛星、地上、海洋観測等の地球観測シス
テムを統合し、地球全体を対象とした包括的かつ持続的な地球観
測システムを10年間で整備し、政策決定に必要な情報を創出する
ことを目指す計画。2005年（平成17年）2月の第3回地球観測サミッ
トにおいて策定。

戦略的環境アセスメント
個別の事業の計画、実施に枠組みを与えることになる政策や上位
計画等の検討段階に環境配慮を組み込むため、これらの策定等の
段階において、環境への影響を把握・評価し、環境への配慮が十
分に行われることを確保するための手続。

［そ］
騒音規制法
昭和43年法律第98号。工場及び事業場における事業活動並びに建
設工事に伴って発生する相当範囲にわたる騒音について必要な規
制を行なうとともに、自動車騒音に係る許容限度を定めること等
により、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目
的としたもの。

騒音に係る環境基準
騒音に係る環境上の条件について、生活環境を保全し、人の健康
の保護に資する上で維持されることが望ましい基準で、地域の類
型及び時間の区分ごとに指定される。航空機騒音、鉄道騒音及び
建設作業騒音を除く一般騒音に適用される。

総合静脈物流拠点港
広域的なリサイクル施設の立地に対応し、循環資源の収集・輸送・
処理の総合的な静脈物流拠点として、港湾管理者からの申請によ

り国土交通省港湾局に指定された港湾。このリサイクルポートを
核として、低廉で環境にやさしい海上輸送により、そのネットワー
ク化を図り、総合的な静脈物流システムを構築する。

［た］
ダイオキシン対策推進基本指針
平成11年3月に「ダイオキシン対策関係閣僚会議」において策定さ
れた国の総合的かつ計画的なダイオキシン対策の具体的な方向を
取りまとめたもの（ダイオキシン類対策特別措置法の制定に伴い、
11年9月改定）。この基本指針では、「今後4年以内に全国のダイオ
キシン類の排出総量を平成9年に比べ約9割削減する」との政策目
標を導入するとともに、排出インベントリーの作成や測定分析体
制の整備、廃棄物処理及びリサイクル対策の推進を定めている。

ダイオキシン法
「ダイオキシン類対策特別措置法」参照。

ダイオキシン類
ダイオキシン類対策特別措置法では、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－
ジオキシン（PCDD）とポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）に加え、
同様の毒性を示すコプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナー
PCB）と定義している。生殖、脳、免疫系などに対して生じ得る
影響が懸念されており、研究が進められているが、日本において
日常の生活の中で摂取する量では、急性毒性や発がんのリスクが
生じるレベルではないと考えられている。なお、これらの物質は
炭素・水素・塩素を含むものが燃焼する工程などで意図せざるも
のとして生成される。

ダイオキシン類対策特別措置法
平成11年法律第105号。議員立法により制定されたダイオキシン
類対策に係る法律。ダイオキシン類による環境汚染の防止や、そ
の除去などを図り、国民の健康を保護することを目的に、施策の
基本とすべき基準（耐容一日摂取量及び環境基準）の設定、排出ガ
ス及び排出水に関する規制、廃棄物処理に関する規制、汚染状況
の調査、汚染土壌に係る措置、国の削減計画の策定などが定めら
れている。

大気汚染物質広域監視システム（愛称：そらまめ君）
NOxやSPMなどの大気環境データをリアルタイムで収集・配信す
るシステム（http://soramame.taiki.go.jp/）。

大気汚染防止法
昭和43年法律第97号。工場及び事業場における事業活動並びに建
築物等の解体等に伴うばい煙、VOC及び粉じんの排出等を規制し、
有害大気汚染物質対策の実施を推進し、並びに自動車排出ガスに
係る許容限度を定めること等により、国民の健康を保護するとと
もに生活環境を保全し、並びに健康被害が生じた場合における事
業者の損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護
を図ることを目的とした法律。

代表的濃度経路（RCP）
Representative Concentration Pathways。地球温暖化を引き起
こす効果をもたらす大気中の温室効果ガス濃度やエーロゾルの量
がどのように変化するかを示したシナリオ。IPCC第5次評価報告
書に向けて作成され、政策的な温室効果ガスの排出削減対策の効
果やその結果現れる気候変化による影響を反映させることができ
る点がこれまでにない特徴。これにより目標主導型の社会経済シ
ナリオを複数作成して検討することが可能となった。IPCC第5次
評価報告書では4シナリオが選択されており、それぞれ2100年以
降も地球温暖化を引き起こす効果の上昇が続く高位参照シナリオ

（RCP8.5）、2100年までにピークを迎えその後減少する低位安定
化シナリオ（RCP2.6）、これらの間に位置して2100年以降に安定
化する高位安定化シナリオ（RCP6.0）と中位安定化シナリオ

（RCP4.5）がある。

耐容一日摂取量
生涯にわたって継続的に摂取したとしても健康に影響を及ぼすお
それがない1日当たりの摂取量。

太陽熱利用システム
太陽の熱を使って温水や温風をつくり、給湯や冷暖房に利用する
システム。

［ち］
地域貿易協定（RTA）
自由貿易協定（FTA）と関税同盟との総称。FTAとは、関税及び
その他の制限的な通商規則を、実質上のすべての貿易について取
り除くことにより、一定地域内の貿易を自由化するものであり、
関税同盟とは、域内の関税及びその他の制限的な通商規則を、実
質上のすべての貿易について撤廃すると同時に、各締約国が域外
から輸入する産品に対する関税その他の通商規則を実質的に同一
にするもの。

語
句
説
明
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地域低炭素投資促進ファンド
地域における低炭素化社会プロジェクトに対する資金の流れを円
滑化し、低炭素と地域活性化を同時に実現するために創設された
ファンド。

地域連携保全活動計画
生物多様性地域連携促進法第4条に基づき、市町村が作成する地
域の多様な主体の連携による生物多様性保全活動の促進のための
計画。同計画を作成することにより、自然公園法等の特例措置を
受けることができる。

地域連携保全活動支援センター
生物多様性地域連携促進法第13条では、地方公共団体は、多様な
主体間の連携及び協力のあっせん並びに専門家の紹介その他必要
な情報の提供及び助言を行う拠点としての機能を担う体制を確保
するよう努めるものとされており、その拠点。

地球温暖化対策計画
地球温暖化対策の推進に関する法律第8条に基づき、総合的かつ
計画的に地球温暖化対策を推進するため、温室効果ガスの排出抑
制・吸収の目標、事業者・国民等が講ずべき措置に関する具体的
事項、目標達成のために国・地方公共団体が講ずべき施策等につ
いて国が定める計画。

地球温暖化対策の推進に関する法律
平成10年法律第117号。地球温暖化対策を推進するための法律。
地球温暖化対策計画の策定や、地域協議会の設置等の国民の取組
を強化するための措置、温室効果ガスを一定量以上排出する者に
温室効果ガスの排出量を算定して国に報告することを義務付け、
国が報告されたデータを集計・公表する「温室効果ガス排出量算
定・報告・公表制度」等について定めたもの。

地球温暖化対策のための税
地球規模の重要かつ喫緊の課題である地球温暖化対策を進める観
点から、平成24年度税制改正において実現した税。広範な分野に
わたりエネルギー起源CO2排出抑制を図るため、全化石燃料を課
税ベースとする現行の石油石炭税にCO2排出量に応じた税率を上
乗せする「地球温暖化対策のための課税の特例」を設ける。

地球環境戦略研究機関（IGES）
持続可能な開発のための革新的な政策手法の開発、環境対策の戦
略を作成するための政策的・実践的研究を行っている。1998年（平
成10年）に設立された。

地球環境ファシリティ（GEF）
開発途上国等における地球環境保全への取組を促進するための主
要な資金メカニズムの一つとして世界銀行、UNDP及びUNEPの
協力により1991年（平成3年）に発足。

地球観測に関する政府間会合（GEO）
「全球地球観測システム（GEOSS）10年実施計画」の推進のための
国際的な組織。2005年（平成17年）2月の第3回地球観測サミット
において設置が決まったもの。本部はスイス（ジュネーブ）。日米
欧を含む79か国及び欧州委員会並びに56機関が参加（平成21年9月
現在）。

地球規模生物多様性概況（GBO）
Global Biodiversity Outlook。生物多様性条約事務局が地球規模
の生物多様性の状況を評価した報告書。条約の実施状況を把握す
るために2001年（平成13年）に第1版が、2010年目標の達成状況を
評価するために第2版（2006年（平成18年））及び第3版（2010年（平成
22年））が公表されている。

地球サミット
「環境と開発に関する国連会議」参照。

地方公共団体実行計画
地球温暖化対策の推進に関する法律第20条の3第1項に基づき、都
道府県及び市町村は、京都議定書目標達成計画に即して、当該都
道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の
量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計
画を策定することとされている。また、同法第20条の3第3項に基
づき、都道府県並びに政令市、中核市及び特例市は、区域の自然
的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等を行うための
施策を策定することとされている。

中間処理
収集したごみの焼却、下水汚泥の脱水、不燃ごみの破砕、選別な
どにより、できるだけごみの体積と重量を減らし、最終処分場に
埋立て後も環境に悪影響を与えないように処理すること。さらに、
鉄やアルミ、ガラスなど再資源として利用できるものを選別回収
し、有効利用する役割もある。

中間貯蔵施設
除染で取り除いた土や放射性物質に汚染された廃棄物を、最終処
分をするまでの間、安全に管理・保管するための施設。

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律
平成14年法律第88号。鳥獣の保護を図るための事業を実施すると
ともに、鳥獣による被害を防止し、あわせて猟具の使用に係る危
険を予防することにより、鳥獣の保護と狩猟の適正化を図ること
を目的とした法律。

鳥獣保護法
「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」参照。

鳥類観測ステーション
鳥類標識調査を重点的に実施するために設定してきた調査地点で、
現在、全国各地に計60か所が設定されている。

鳥類標識調査
かすみ網などの捕獲用具を使って鳥類を捕獲し、足環などによっ
て個体識別することで、渡り鳥の渡り経路や生態を解明するため
の調査。鳥類の識別について十分な知識を持ち、鳥を安全に捕獲
して放鳥する技術を身に付けた調査員（バンダー）によって調査が
実施されている。

［つ］
津波堆積物
海底の土砂やヘドロが津波により陸上に打ち上げられ堆積したも
のや陸上に存在していた農地土壌等が津波に巻き込まれたものを
いう。

［て］
低炭素建築物認定制度

「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づき、建築物における
生活や活動に伴って発生するCO2を抑制するための低炭素化に資
する措置が講じられている、市街化区域内等に建築される建築物
を低炭素建築物として認定するもの。認定を受けた一定の建築物
については、税制優遇措置の対象となる等のメリットもある。

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措
置法
平成23年法律第108号。エネルギー源としての再生可能エネルギー
源を利用することが、内外の経済的社会的環境に応じたエネル
ギーの安定的かつ適切な供給の確保及びエネルギーの供給に係る
環境への負荷の低減を図る上で重要となっていることにかんがみ、
電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関し、その価
格、期間等について特別の措置を講ずることにより、電気につい
てエネルギー源としての再生可能エネルギー源の利用を促進し、
もって我が国の国際競争力の強化及び我が国産業の振興、地域の
活性化その他国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする
法律。

天候デリバティブ
金融派生商品の一種で、気象現象によって発生するリスクを取引

（契約）の対象とする。損害保険とは異なり、気象現象を直接の対
象とした権利（オプション）を売買する。

［と］
島しょ国
国土が島で構成される国。小さな島で国土が構成される開発途上
国は、地球温暖化による海面上昇の被害を受けやすく、島国固有
の問題（少人口、遠隔性、自然災害等）による脆

ぜ い

弱性のために、持
続可能な開発が困難だとされる。

動物の愛護及び管理に関する法律
昭和48年法律第105号。動物の虐待及び遺棄の防止、適正な取扱
等について定め、動物愛護の気風の招来、生命尊重、友愛等の情
操の涵

か ん

養に資するとともに、動物の管理に関する事項を定めて、
動物による人の生命、身体及び財産への侵害並びに生活環境の保
全上の支障を防止し、人と動物の共生する社会の実現を図るする
ことを目的とするもの。

道路交通情報通信システム（VICS）
Vehicle Information and Communication System。ドライバーの
利便性の向上、渋滞の解消・緩和等を図るため、渋滞状況、所要
時間、工事・交通規制等に関する道路交通情報を、道路上に設置
したビーコンやFM多重放送により、ナビゲーションシステム等
の車載機へリアルタイムに提供するシステム。光ビーコン、電波
ビーコン（ITSスポットを含む）、FM多重放送の3種類のメディア
により情報提供される。

特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律
平成16年法律第78号。特定外来生物による生態系、人の生命・身
体、農林水産業への被害を防止するため、特定外来生物として指
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定した生物の飼養、栽培、保管又は運搬、輸入、譲渡し等及び野
外への放出等を規制し、防除等を行うことを定めた法律。

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に
関する法律
平成11年法律第86号。事業者による化学物質の自主的な管理の改
善を促進し、環境保全上の支障の未然防止を図ることを目的とし
ている。環境への排出量の把握等を行うPRTR制度及び事業者が
化学物質の性状及び取扱に関する情報（SDS）を提供するSDS制度
等が定められている。

特定家庭用機器再商品化法
平成10年法律第97号。エアコン、テレビ、洗濯機、冷蔵庫及び冷
凍庫について、小売業者に消費者からの引取り及び引き取った廃
家電の製造者等への引渡しを義務付けるとともに、製造業者等に
対し引き取った廃家電の一定水準以上のリサイクルの実施を義務
付けたもの。

特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法
平成15年法律第98号。平成10年6月以前に不適正処分された産業
廃棄物に起因する生活環境保全上の支障の除去等を自ら行う都道
府県等に対し、それに要する経費に国が財政支援等を行うための
枠組みを規定している。

特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する
法律
平成13年法律第64号。オゾン層を破壊したり地球温暖化に深刻な
影響をもたらすフロン類の大気中への排出を抑制するため、特定
製品に使用されているフロン類の回収及び破壊を実施するための
措置等を定めた法律。平成25年6月、HFCの排出量の急増傾向を
背景として、フロン類の製造から製品への使用、回収、再生・破
壊にいたるまで、フロン類のライフサイクル全体における抜本的
な排出抑制措置を講じるため、改正がなされ、同月から2年以内
に施行することとされている。

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律
平成17年法律第51号。特殊自動車の使用による大気の汚染の防止
を図り、国民の健康を保護するとともに生活環境を保全するため、
これまで未規制であった公道を走行しない特殊自動車（オフロー
ド特殊自動車）に対する排出ガス規制を行う法律。

特定農薬
その原材料に照らし農作物等、人畜及び水産動植物に害を及ぼす
おそれがないことが明らかなものとして農林水産大臣及び環境大
臣が指定する農薬（農薬取締法第2条第1項）。平成24年3月現在、
重曹、食酢及び使用場所周辺にもともといた天敵が指定されてい
る。

特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律
昭和63年法律第53号。国際的に協力してオゾン層の保護を図るこ
とを目的として、オゾン層の保護のためのウィーン条約及びオゾ
ン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書を的確かつ円
滑に実施するための特定物質の製造の規制並びに排出の抑制及び
使用の合理化に関する措置等を定めた法律。

特定物質の排出抑制・使用合理化指針
昭和64年環境庁・通商産業省告示第2号。オゾン層保護法第20条
に基づき、使用事業者による特定物質の排出の抑制対策として、
密閉、吸着、凝縮等を通じ、特定物質の大気中への放出の抑制を
図ること、また、特定物質の使用の合理化対策として、代替品の
導入、回収再利用、省フロン型設備の導入等を通じ、日本全体と
しての特定物質の有効利用を図ること等を定めている。

特定非営利活動法人（NPO法人）
日本の特定非営利活動促進法に基づいて特定非営利活動を行うこ
とを主たる目的とし、同法の定めるところにより設立された法人。

特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律
平成4年法律第108号。バーゼル条約を担保する国内法であり、特
定有害廃棄物等の定義のほか、基本的事項の公表、輸出入の承認、
移動書類の交付、措置命令等を規定している。

特別管理廃棄物
廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性があるなど人の健康又は生
活環境に被害を及ぼすおそれがある性状を有するもの。ほかの廃
棄物と区別しての収集運搬や、特定の方法による処理を義務付け
るなど、特別な処理基準が適用される。特別管理一般廃棄物と特
別管理産業廃棄物に分けて政令で指定することとされており、特
定の施設から生ずるばいじん、病院等から生ずる感染性廃棄物、
廃PCB、廃石綿などが指定されている。

土壌汚染対策法
平成14年法律第53号。土壌汚染対策の実施を図り、国民の健康を

保護することを目的として、土壌の特定有害物質による汚染の状
況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止に
関する措置を定めたもの。平成21年4月の改正により、一定規模
以上の土地の形質変更時の調査の実施、自主的な調査の活用、汚
染土壌の適正な処理の義務付けなどが規定された。

途上国における森林減少・劣化に由来する排出の削減等（REDD
＋）
Reducing Emissions from Deforestation and forest Degradation。
REDDとは、開発途上国における森林減少・劣化に由来する温室
効果ガスの排出削減に関し、過去の推移などを基に将来の排出量
の参照レベルを設定し、資金などインセンティブを付与すること
により、参照レベルからの削減を達成しようとする考え方。森林
保全、持続可能な森林経営、森林炭素蓄積の増加に係る取組を含
む場合には、「REDD＋」と呼ばれる。

トップランナー方式
自動車の燃費基準や電気機器（家電・OA機器）等の特定機器に係
る性能向上に関する製造事業者等の判断基準を、現在商品化され
ている製品のうちエネルギー消費効率が最も優れているもの

（トップランナー）の性能、技術開発の将来の見通し等を勘案して
定めることとし、機械器具のエネルギー消費効率のさらなる改善
の推進を行う取組。

［な］
名古屋・クアラルンプール補足議定書
正式名称「バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書の責任及
び救済に関する名古屋・クアラルンプール補足議定書」。カルタ
ヘナ議定書第27条に基づき、平成23年10月に名古屋で開催され、
日本が議長を務めた第5回締約国会議において採択されたが、平
成26年3月現在で未発効。日本は平成24年3月署名。遺伝子組換え
生物の国境を越える移動により生物多様性の保全及び持続可能な
利用に損害が生じた場合の責任と救済に関して、締約国が講ずる
べき措置を規定している。

名古屋議定書
正式名称「生物多様性に関する条約の遺伝資源の取得の機会及び
その利益から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議
定書」。平成22年10月に名古屋で開催された生物多様性条約
COP10において採択された。平成26年3月現在で未発効。日本は
平成23年5月に署名（未締結）。生物多様性条約の3番目の目的であ
る遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ公平な配分（ABS）
を達成するため、各締約国が具体的に実施するべき措置を規定し
ている。

ナショナル・トラスト活動
寄附を募って土地や建造物等を取得したり、所有者と保全契約を
結んで開発を防ぐなどの方法により、国民自らが自然環境や歴史
的価値を有する文化遺産等の景観を保全、管理し、それらの財産
を広く一般に公開する市民運動。この活動は19世紀末の英国で始
まり、現在、日本各地でも広く行われている。

ナノ材料
ナノ物質のうち、工業的使用を目的に意図的に製造されたもの及
びその凝集物。

南極地域の環境の保護に関する法律
平成9年法律第61号。国際的な協力の下に、南極地域の環境の包
括的な保護を図り、「環境保護に関する南極条約議定書」の的確か
つ円滑な実施を確保するため、南極地域活動計画の確認制度を設
けるとともに、環境影響評価の実施、南極動植物の保護、廃棄物
の処分及び管理、海洋汚染の防止並びに特別保護地区における活
動の制限などを規定し、南極地域における行為の制限に関する所
要の措置等を講じているもの。また、同法第5条第1項に基づき、
南極地域で観光、冒険旅行、取材等のあらゆる活動（ただし、海
域における漁業活動等は除く）を行う場合は、当該活動について
環境大臣へ申請し、南極地域に与える影響に係る基準を満たして
いる旨の確認を受ける必要がある。また、日本以外の議定書締約
国において、確認に類する許可等の行政処分を受けた場合には、
同法第5条第3項に基づき環境大臣への届出が必要となる。詳細に
ついては、「南極地域の環境保護」ホームページ（http://www.env.
go.jp/nature/nankyoku/kankyohogo/）参照。

［に］
二国間渡り鳥条約・協定

「日米渡り鳥等保護条約」、1972年（昭和47年）に採択、1974年（昭
和49年）に発効。「日豪渡り鳥等保護協定」、1974年（昭和49年）に
採択、1981年（昭和56年）に発効。「日中渡り鳥保護協定」、1981年

（昭和56年）に採択、1981年（昭和56年）に発効。「日ソ渡り鳥等保
護条約」（日本とロシア連邦との間で承継）、1973年（昭和48年）に
署名、1988年（昭和63年）に発効。これらは、渡り鳥の捕獲等の規
制、絶滅のおそれのある鳥類の保護（日中を除く）及びそれらの鳥
類の生息環境の保護等を目的としている。条約等に基づく会議は、

語
句
説
明

457



それぞれおおむね2年ごとに日本、相手国交互に開催されている
ほか、韓国との間でも渡り鳥保護協力会合の開催等を行っている。

二酸化硫黄
硫黄分を含む石油や石炭の燃焼により生じ、かつて四日市ぜんそ
くなどの公害病や酸性雨の原因となった。

二酸化炭素回収・貯留（CCS）
Carbon dioxide Capture and Storage。化石燃料等の燃焼で発生
するCO2を分離・回収し、地質が持つ炭素貯留能力等を活用し、
大気からCO2を隔離する技術。

二次的自然
人々が古くから持続的に利用や管理してきた農地や二次林など、
人間活動の影響を受けて形成・維持されている自然のこと。

日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM）
北東アジアの中核である日本・中国・韓国の3か国の環境大臣が
一堂に会し、地域及び地球規模の環境問題に関する対話や協力関
係を強化するため、1999年（平成11年）より毎年開催。

日本版バイオセーフティクリアリングハウス
カルタヘナ議定書事務局が運営しているバイオセーフティに関す
る情報交換センター（BCH）と連携して環境省が運営している
ホームページ。

人間開発指数（HDI）
Human Development Index。その国の人々の生活の質や発展度
合いを示す指標。パキスタンの経済学者マブーブル・ハックによっ
て平成2年（1990年）につくられた。平成5年（1993年）以降、国連年
次報告の中で各国の指数が公表されている。

［ね］
熱回収
廃棄物等から熱エネルギーを回収すること。廃棄物の焼却に伴い
発生する熱を回収し、廃棄物発電をはじめ、施設内の暖房・給湯、
温水プール、地域暖房等に利用している例がある。リユース、マ
テリアルリサイクルを繰り返した後でも熱回収は可能であること
から、循環型社会基本法では、原則としてリユース、マテリアル
リサイクルが熱回収に優先することとされている。なお、熱回収
はサーマルリカバリーともいう。

［の］
農薬登録保留基準
農薬取締法に基づき登録の申請のあった農薬について、登録を認
めるかどうかの判断基準。環境省では、［1］作物残留、［2］土壌残
留、［3］水産動植物の被害防止及び［4］水質汚濁の観点からそれぞ
れ基準を定めている。

農薬取締法
昭和23年法律第82号。農薬について登録の制度を設け、販売及び
使用の規制等を行うことにより、農薬の品質の適正化とその安全
かつ適正な使用の確保を図り、もって農業生産の安定と国民の健
康の保護に資するとともに、国民の生活環境の保全に寄与するこ
とが目的。

農用地の土壌の汚染防止等に関する法律
昭和45年法律第139号。農用地のカドミウム等による土壌汚染防
止及び対策についての国及び地方公共団体の責務を明らかにする
とともに、人の健康を損なうおそれがある農畜産物が生産され、
又は農作物や飼料用植物の生育が阻害されることを防止すること
が目的。鉱山の廃水等に由来した重金属類による農用地汚染等が
原因と考えられる健康被害（イタイイタイ病）や農作物等の生育阻
害が大きな問題となったことから制定された。

［は］
バーゼル条約
正式名称「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に
関するバーゼル条約」。1989年（平成元年）に採択、1992年（平成4年）
に発効し、日本は1993年（平成5年）に加入。有害廃棄物の輸出に
際しての許可制や事前通告制、不適正な輸出、処分行為が行われ
た場合の再輸入の義務等を規定している。

バーゼル法
平成4年法律第108号。正式名称「特定有害廃棄物等の輸出入等の
規制に関する法律」。バーゼル条約を担保する国内法であり、特
定有害廃棄物等の定義のほか、基本的事項の公表、輸出入の承認、
移動書類の交付、措置命令等を規定している。

バイオエタノール
植物等のバイオマスを原料として製造される燃料。燃焼しても大
気中のCO2を増加させない特性を持っており、ガソリンと混合し
て利用することにより、ガソリンの燃焼時に発生するCO2の排出

を減少させる効果を有する。

バイオディーゼル
油糧作物（なたね、ひまわり、パーム）や廃食用油といった油脂を
原料として製造する軽油代替燃料。化石燃料由来の燃料に比べ、
大気中のCO2を増加させないカーボンュートラルの特性を持った
燃料。

バイオ燃料
生物体（バイオマス）の持つエネルギーを利用したアルコール燃料、
その他合成ガスのこと。石油のような枯渇性資源を代替し得る非
枯渇性資源として注目されている。

バイオマス
再生可能な生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの。廃棄
物系バイオマスとしては、廃棄される紙、家畜排せつ物、食品廃
棄物、建設発生木材、黒液、下水汚泥などがある。主な活用方法
としては、農業分野における飼肥料としての利用や汚泥のレンガ
原料としての利用があるほか、燃焼して発電を行ったり、アルコー
ル発酵、メタン発酵などによる燃料化などのエネルギー利用など
もある。

バイオマス活用推進基本計画
バイオマス活用推進基本法に基づき、バイオマスの活用促進に関
する施策についての基本的な方針、国が達成すべき目標、技術の
研究開発に関する事項等について定める計画。

バイオマス活用推進基本法
平成21年法律第52号。バイオマスの活用の推進に関する基本理念、
施策の基本となる事項を定めること等により、バイオマスの活用
に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として制
定された法律。

バイオレメディエーション
微生物等の働きを利用して汚染物質を分解等することによって、
土壌、地下水等の環境汚染の浄化を図る技術のこと。

廃棄物処理法
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」参照。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
昭和45年法律第137号。廃棄物の排出を抑制し、及びその適正な
分別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、生活環境の
保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とした法律で、廃棄物
処理施設の設置規制、廃棄物処理業者に対する規制、廃棄物処理
に係る基準等を内容とする。

排出者責任
廃棄物等を排出する者が、その適正なリサイクル等の処理に関す
る責任を負うべきとの考え方。廃棄物処理に伴う環境負荷の原因
者はその廃棄物の排出者であることから、排出者が廃棄物処理に
伴う環境負荷低減の責任を負うという考え方は合理的であると考
えられ、その考え方の根本は汚染者負担の原則にある。

ばいじん
工場・事業場から発生する粒子状物質（PM）のうち、燃料その他
の物の燃焼等に伴い発生する物質。

ハイブリッド自動車
エンジンとモーターの2つの動力源をもち、それぞれの利点を組
合わせて駆動することにより、省エネと低公害を実現する自動車。

パッシブデザイン
建築の設計手法の一つで、特別な機械装置を使わずに、建物の構
造や材料などの工夫によって熱や空気の流れを制御し、快適な室
内環境をつくり出す手法。

発生抑制（リデュース）
廃棄物の発生自体を抑制すること。リユース、リサイクルに優先
される。リデュースのためには、事業者には原材料の効率的利用、
使い捨て製品の製造・販売等の自粛、製品の長寿命化など製品の
設計から販売にいたるすべての段階での取組が求められる。また、
消費者は、使い捨て製品や不要物を購入しない、過剰包装の拒否、
良い品を長く使う、食べ残しを出さないなどライフスタイル全般
にわたる取組が必要。

ハロン
主に消火剤として使用される。オゾン層破壊物質でありモントリ
オール議定書の削減規制対象物質。温室効果ガスでもある。

［ひ］
ヒートアイランド対策大綱
ヒートアイランド対策に関する国、地方公共団体、事業者、住民
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等の取組を適切に推進するため、基本方針を示すとともに、実施
すべき具体的な対策を体系的に取りまとめたもの。平成16年3月、
ヒートアイランド対策関係府省連絡会議において策定された。

ヒートアイランド現象
都市域において、人工物の増加、地表面のコンクリートやアスファ
ルトによる被覆の増加、それに伴う自然的な土地の被覆の減少、
さらに冷暖房などの人工排熱の増加により、地表面の熱収支バラ
ンスが変化し、都心域の気温が郊外に比べて高くなる現象をいう。
都市及びその周辺の地上気温分布において、等温線が都心部を中
心として島状に市街地を取り巻いている状態により把握すること
ができるため、ヒートアイランド（熱の島）といわれる。

ヒートポンプ
気体に圧力がかかると温度が上がり、圧力を緩めると温度が下が
るという原理（ボイル・シャルルの法則）を利用し、大気中、地中
等から熱を得る装置。

東アジア・オーストラリア地域フライウェイ・パートナーシップ
東アジア・オーストラリア地域において、渡り性水鳥及びその生
息地の保全に関する国際協力の推進を図ることを目的とした政府
機関、国際機関、国際NGO等のためのパートナーシップ。1996
年（平成8年）から実施されたアジア太平洋地域渡り性水鳥保全戦
略の成果を踏まえ、その解消とともに、我が国及び豪州環境省が
主導し、2006年（平成18年）11月に発足した。渡り性水鳥の重要
生息地ネットワークの構築、その普及啓発及び保全活動の促進等
を行っている。

東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）
東アジア地域における酸性雨の現状やその影響を解明するととも
に、この問題に対する地域協力体制の確立を目的として、各国の
自主的な参加、貢献の下で設立されているネットワーク。参加国
は共通の手法を用いて酸性雨のモニタリング（湿性沈着、乾性沈着、
土壌・植生、陸水の4分野）を行っており、得られたデータはネッ
トワークセンターに集積され、解析、評価及び提供がなされてい
る。また、データの質の向上のため、精度保証・精度管理活動等
も推進している。事務局はUNEPが指定されており、アジア太平
洋地域資源センター（バンコク）においてその活動を行っている。
また、ネットワークセンターには、財団法人日本環境衛生セン
ター・アジア大気汚染研究センター（新潟県）が指定されている。
現在の参加国は、カンボジア、中国、インドネシア、日本、韓国、
ラオス、マレーシア、モンゴル、ミャンマー、フィリピン、ロシ
ア、タイ及びベトナムの13か国。

東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法
平成23年法律第99号。東日本大震災により生じた災害廃棄物の処
理が喫緊の課題となっていることにかんがみ、国が被害を受けた
市町村に代わって災害廃棄物を処理するための特例を定め、あわ
せて、国が講ずべきその他の措置について定める法律。2011年（平
成23年）8月18日公布、同日施行。

干潟
干出と水没を繰り返す平坦な砂泥底の地形で、内湾や河口域に発
達する。浅海域生態系の一つであり、多様な海洋生物や水鳥等の
生息場所となるなど重要な役割を果たしている。

光
ひかりがい

害
良好な「光環境」の形成が、人工光の不適切あるいは配慮に欠けた
使用や運用、漏れ光によって阻害されている状況、又はそれによ
る悪影響。

光ビーコン
ビーコン（路側に設置し、アンテナ部を通じ、車両の位置座標や
道路交通情報等を送受信する装置）の一種。通過車両を感知して
交通量等を測定するとともに、車載のカーナビゲーション装置等
と交通管制センターの間の情報のやり取りを媒介する路上設置型
の赤外線通信装置。赤外線の代わりに準マイクロ波を使用する電
波ビーコンも実用化されている。

微小粒子状物質（PM2.5）
SPMのうち、粒径2.5μm（マイクロメートル：μm＝100万分の
1m）以下の小さなもの。健康への影響が懸念されている。

非メタン炭化水素
Non-methane Hydrocarbons。全炭化水素（メタンを含むすべて
の炭化水素）からメタンを除いたもの。

貧酸素水塊
溶存酸素濃度が極度に低下した水塊のこと。水域の底層において
は、微生物などが富栄養化によって増殖したプランクトンの死骸
や水域に流入する有機物を分解するため、酸素を消費し、溶存酸
素濃度が極度に低下する。貧酸素水塊が水の表層に上昇すると青
潮を引き起こす。水生生物が貧酸素水塊に長時間接することで死

滅する等の被害が出ることがある。

［ふ］
ファンド
複数の投資家から集めた資金を用いて投資を行い、そのリターン
を分配する仕組み。

フィード・イン・タリフ制度
「固定価格買取制度（FIT）」参照。

風景地保護協定
自然公園内の里山や二次草原などの良好な自然の風景地の保護を
図るため、土地所有者と公園管理団体等との間で協定を締結し、
公園管理団体等により、草原の火入れ、刈払いなどの自然の風景
地の管理を行う制度。

富栄養化
湖沼や内湾が水中に窒素、りん等の栄養塩が多い状態に遷移する
こと。藻類の異常繁殖により、アオコ、赤潮等の原因となる。湖
沼や東京湾等の内湾で生活排水等の人為的な原因で急速に進行し
ていることが問題になっている。

福島復興再生特別措置法
平成24年法律第25号。原子力災害により深刻かつ多大な被害を受
けた福島の復興及び再生が、その置かれた特殊な諸事情とこれま
で原子力政策を推進してきたことに伴う国の社会的な責任を踏ま
えて行われるべきものであることにかんがみ、原子力災害からの
福島の復興及び再生の基本となる福島復興再生基本方針の策定、
避難解除等区域の復興及び再生のための特別の措置、原子力災害
からの産業の復興及び再生のための特別の措置等について定める
ことにより、原子力災害からの福島の復興及び再生の推進を図り、
もって東日本大震災復興基本法 （平成23年法律第76号）第2条の基
本理念に則した東日本大震災からの復興の円滑かつ迅速な推進と
活力ある日本の再生に資することを目的とする法律。2012年（平
成24年）3月31日公布、施行。

物質フロー会計（MFA）
Material Flow Accounts。区域及び期間を区切って、当該区域へ
の物質の総投入量、区域内での物質の流れ、区域外への物質の総
排出量等を集計したもの。資源生産性などの指標を算定する基礎
となる。循環型社会白書では、日本という単位で集計しているが、
地方公共団体、企業、事業場などを単位としても集計することが
可能。また、物質フロー会計を用いて資源利用の効率性を分析す
ることを「物質フロー分析」という。物質フロー分析は、通常の経
済統計では分からない、経済における天然資源その他の資源の浪
費を見出すのに役立つ。

物理的減衰（自然減衰）
放射性物質は半減期というそれぞれの物質ごとにある一定の時間
で崩壊して半分になるという性質に伴い放射性物質が減少してい
くこと。

浮遊粒子状物質（SPM）
大気中に浮遊する粒子状の物質（浮遊粉じん、エーロゾルなど）の
うち粒径が10μm（マイクロメートル：μm＝100万分の1m）以
下のものをいう。

プラグインハイブリッド自動車
外部電源から充電できるタイプのハイブリッド自動車で、走行時
にCO2や排気ガスを出さない電気自動車のメリットとガソリンエ
ンジンとモーターの併用で遠距離走行ができるハイブリッド自動
車の長所を併せ持つ自動車。

ブラックカーボン
黒色炭素。石炭や石油、木材など炭素を主成分とする燃料を燃焼
することにより発生するススのような粒子のことで、太陽エネル
ギーを吸収して熱を蓄える性質がある。

プロジェクトファイナンス
企業の信用力や土地などの不動産担保ではなく、プロジェクト自
体の収益性を評価し、プロジェクトから生み出される収益のみを
返済原資とする融資の手法。

フロン回収・破壊法
「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関す
る法律」参照。

粉じん
物の破砕、選別その他の機械的処理等に伴い発生、飛散する物質。

語
句
説
明
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［へ］
平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う
原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚
染への対処に関する特別措置法
平成23年法律第110号。平成23年3月11日に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により当該原子力発電所から
放出された放射性物質による環境の汚染が生じていることにかん
がみ、事故由来放射性物質による環境の汚染への対処に関し、国、
地方公共団体、原子力事業者及び国民の責務を明らかにするとと
もに、国、地方公共団体、関係原子力事業者等が講ずべき措置に
ついて定めること等により、事故由来放射性物質による環境の汚
染が人の健康又は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減すること
を目的とする法律。平成23年（2011年）8月30日公布、平成24年（2012
年）1月1日完全施行。

ベクレル（Bq）
放射性物質が放射線を出す能力を表す単位。

［ほ］
防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律
昭和49年法律第101号。自衛隊等の行為又は防衛施設の設置もし
くは運用により生ずる障害の防止等のため防衛施設周辺地域の生
活環境等の整備について必要な措置を講ずるとともに、自衛隊の
特定の行為により生ずる損失を補償することにより、関係住民の
生活の安定及び福祉の向上に寄与することを目的とし、騒音防止
工事の助成（学校、病院等の防音工事）、住宅防音工事の助成、移
転等の補償、移転先地の公共施設整備の助成、土地の買い入れ、
買い入れた土地の無償使用、緑地帯の整備等の各種施策を定めた
もの。

放射線量（空間放射線量）
大気中の放射線の量のこと。

ポーター仮説
経営学者であるマイケル・ポーター氏が唱えた「適切に設計され
た環境規制は、費用逓減・品質向上に繋がる技術革新を刺激し、
その結果国内企業は国際市場において競争上の優位を獲得し、他
方で国内産業の生産性も向上する可能性がある」という仮説。

ホールボディカウンター
内部被ばく線量を調べるために、人間の体内に摂取され沈着した
放射性物質量を体外から測定する装置。

北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）
海洋環境の保全のためUNEPが進めている地域海計画の一つ。日
本海及び黄海を対象とし、1994年（平成6年）に日本、中国、韓国
及びロシアの4か国により採択された。その事務局機能を果たす
RCU（地域調整ユニット）が、日本（富山）及び韓国（釜山）に2004
年（平成16年）に設置された。

北東アジア環境協力プログラム（NEASPEC）
1993年（平成5年）に「北東アジア環境協力高級事務レベル会合」で
決定した、北東アジアにおける環境問題全般を包括的に扱うこと
のできる政府間環境協力プログラム。これまでに、大気汚染対策
のためのトレーニングやデータ収集、大型哺乳類や渡り鳥の保全
計画づくりを行っている。

ポリ塩化ビフェニル（PCB）
昭和4年に初めて工業製品化されて以来、その安全性、耐熱性、
絶縁性を利用して電気絶縁油、感圧紙等、さまざまな用途に用い
られてきたが、環境中で難分解性であり、生物に蓄積しやすくか
つ慢性毒性がある物質であることが明らかになり、生産・使用の
中止等の行政指導を経て、昭和49年に化学物質審査規制法に基づ
き製造及び輸入が原則禁止された。しかし、PCB廃棄物について
は、処理施設の整備が進まなかったことなどから事業者が長期間
保管し続けてきており、平成13年にPCB廃棄物処理特別措置法が
制定され、処理体制の整備を図った上で平成28年までに処理を終
えることとしている。

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法
平成13年法律第65号。PCB廃棄物について、処理体制の速やかな
整備と確実かつ適正な処理を推進し、国民の健康の保護と生活環
境の保全を図ることを目的として定められたもの。処分そのもの
を一定期間内に確実に行う点に重きを置いて立法措置がとられた。

［ま］
マテリアルフロー

「物質フロー会計」参照。

マテリアルフローコスト会計
企業の生産プロセスにおいて、原材料などのマテリアルのフロー
とストックを数量と金額で測定することで「ロスの見える化」を可
能にするシステムであり、生産性の向上によるコスト削減と環境

負荷低減を同時に実現することができる。

慢性砒素中毒症
砒素中毒症には急性型と慢性型がある。慢性中毒症は長期にわ
たって砒素が摂取される場合にみられ、多彩な症状を呈する。す
なわち、皮膚には初期に皮膚炎、後には摩搾部を中心として色素
沈着、色素脱失が認められ、足蹠

し ょ

、手掌などを中心として角化症
がみられるようになる。一方、神経系に対する障害も知られてい
る。

［み］
緑の回廊
森林生態系保護地域を中心にほかの保護林とのネットワークの形
成を図るため、これらの保護林間を連結する野生動植物の移動経
路のこと。野生動植物の移動経路を確保し、生息・生育地の拡大
と相互交流に資することを目的として管理を行うことにより、分
断化された個体群の保全と個体群の遺伝的多様性の確保、生物多
様性の保全を期待している。

緑の未来イニシアティブ
我が国がリオ＋20で発表した、環境未来都市づくりやグリーン経
済への移行など我が国が特に経験と知見を有し、国際社会から我
が国の貢献が期待されている分野に焦点を当てて策定したもの。

緑の未来協力隊
緑の未来イニシアティブに含まれる、今後3年間で1万人の専門家
の編成などにより、グリーン経済移行に向けた途上国における環
境政策や環境技術、あるいはそれらに深く関連する水、農業、エ
ネルギー分野における人材育成を後押しする取組。

水俣病
熊本県水俣市の新日本窒素肥料株式会社（後のチッソ株式会社）の
工場及び新潟県鹿瀬町（現阿賀野町）の昭和電工株式会社の工場か
ら排出されたメチル水銀に汚染された魚介類を食べることによっ
て起こった中毒性の神経系疾患のこと。四大公害病の一つに挙げ
られる。

ミレニアム生態系評価
国連の主唱により2001年（平成13年）から2005年（平成17年）にかけ
て行われた、地球規模の生態系に関する総合的評価。95か国から
1,360人の専門家が参加。生態系が提供するサービスに着目して、
それが人間の豊かな暮らし（human well-being）にどのように関係
しているか、生物多様性の損失がどのような影響を及ぼすかを明
らかにした。これにより、これまであまり関連が明確でなかった
生物多様性と人間生活との関係が分かりやすく示されている。生
物多様性に関連する国際条約、各国政府、NGO、一般市民等に
対し、政策・意志決定に役立つ総合的な情報を提供するとともに、
生態系サービスの価値の考慮、保護区設定の強化、横断的取組や
普及広報活動の充実、損なわれた生態系の回復などによる思い
切った政策の転換を促している。

［む］
ムーブメント信号制御方式
交通需要の少ない方向の青信号を削減し、交通需要の多い方向の
青信号に割り当てる信号制御方式。流入方向ごとの交通需要に応
じた最適な信号制御が可能となる。

［め］
メガソーラー
出力1MW（1,000kW）以上の大規模な太陽光発電施設。建設には
広大な用地を必要とするが、再生可能エネルギーの基幹電源とし
て期待されている。

［も］
モーダルシフト
トラック等による幹線貨物物流を、環境負荷の少ない大量輸送機
関である鉄道貨物輸送・内航海運に転換すること。

モニタリングサイト1000
全国にモニタリングサイト（調査地点）を設定し、さまざまなタイ
プの生態系を長期的にモニタリングする調査事業。定量的・継続
的にデータを収集することにより、各生物種の増減、変化等を把
握し、生物多様性保全のための適切な対策につなげていくことを
目的としている。NPO・ボランティア・研究者等の多様な主体
との連携により調査を実施している。

モニタリングポスト
大気中の放射線量を継続的に測定する据え置き型の装置。

藻場
大型底生植物（海藻・海草）の群落を中心とする浅海域生態系の一
つであり、多種多様な海洋生物の生息、採餌、繁殖場所として重
要な役割を果たしているとともに、地球温暖化の原因となるCO2
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を吸収、固定する機能等も有する。

モントリオール・プロセス
地球サミットでの森林に関する合意を受け、欧州以外の温帯林・
北方林を対象とした、森林経営の持続可能性を把握・分析・評価
するための基準・指標の策定・運用に向けた取組。1993年（平成5
年）に開始された。1995年（平成7年）には「サンティアゴ宣言」が採
択され、持続可能な森林経営のための7基準67指標が合意された。
なお、世界的には9つの同様な取組が進められており、FAOによ
れば2000年（平成12年）の時点で149か国がこれら9つの取組のうち
少なくとも一つに参加している。

モントリオール議定書
「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書」参照。

［ゆ］
有害大気汚染物質
大気中から低濃度ではあるが検出され、長期間に渡ってばく露す
ることにより健康影響が生ずるおそれのある物質。

有害廃棄物の不法輸出入防止に関するアジアネットワーク
我が国の提案により、有害廃棄物の不法輸出入防止を目的として、
平成15年に開始された政府間ネットワーク。各国のバーゼル条約
担当官による日常的な情報交換やワークショップの開催、ウェブ
サイトの運用等により、アジア各国のバーゼル条約実施能力の向
上及び情報交換体制の整備等を行っている。

［よ］
要監視項目
平成5年3月に人の健康の保護に関する環境基準項目の追加等が行
われた際に、人の健康の保護に関連する物質ではあるが公共用水
域等における検出状況等から見て、現時点では直ちに環境基準健
康項目とせず、引き続き知見の集積に努めるべきと判断されるク
ロロホルム等の25物質について「要監視項目」と位置付け、継続し
て公共用水域等の水質の推移を把握することとした。その後、平
成11年2月の見直しにより3項目を環境基準健康項目に移行し、平
成16年3月には、新たに5項目を追加し、平成21年11月には、公共
用水域については1項目、地下水については3項目を環境基準健康
項目に移行して、現在では、公共用水域26項目、地下水24項目を
設定している。

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律
平成7年法律第112号。一般廃棄物の減量及び再生資源の利用を図
るため、家庭ごみの大きな割合を占める容器包装廃棄物について、
消費者は分別して排出する、市町村は分別収集する、容器を製造
する又は販売する商品に容器包装を用いる事業者は再商品化を実
施するという新たな役割分担を定めたもの。

容器包装リサイクル法
「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」参
照。

四日市ぜんそく
三重県四日市市の地域で発生した大気汚染による健康影響事件。
四大公害病の一つ。昭和30年代中ごろに三重県四日市市の石油化
学コンビナートの本格稼動に伴い、大気汚染物質（主として硫黄
酸化物）の排出により、近隣住民にせきが出る、たんが出る、さ
らにはぜんそく等の閉塞性肺疾患の症状を訴える人が多発した。
症状の辛さなどから自殺する人も出る深刻な事態となった。

ヨハネスブルグ・サミット
1992年（平成4年）に開催された国連環境開発会議（「地球サミッ
ト」）から10年目に当たる2002年（平成14年）8～9月に、地球サミッ
トで採択された「アジェンダ21」などの見直しや新たに生じた課題
等について議論するため、南アフリカ共和国のヨハネスブルグに
おいて開催されたもの。持続可能な開発のための決意を新たにす
る「ヨハネスブルグ宣言」と各国・機関に対し21世紀最初の包括的
な行動指針を示す「実施計画」が合意された。

四大公害病
水俣病、新潟水俣病、イタイイタイ病、四日市ぜんそくを指す。

［ら］
ライダー装置
レーザー光線を発射し、返ってくる光を測定・解析することによ
り、上空の黄砂・エーロゾル・オゾンなどの鉛直方向の濃度分布
をリアルタイムで把握する装置。

ライフサイクルアセスメント（LCA）
原材料採取から製造、流通、使用、廃棄にいたるまでの製品の一
生涯（ライフサイクル）で、環境に与える影響を分析し、総合評価
する手法。製品の環境分析を定量的・総合的に行う点に特徴があ
る。

ラムサール条約
正式名称「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する
条約」。1971年（昭和46年）に採択、1975年（昭和50年）に発効し、
日本は1980年（昭和55年）に加入。国際的に重要な湿地及びそこに
生息、生育する動植物の保全と賢明な利用を推進することを目的
としている。平成26年3月現在、我が国では46か所の湿地が登録
されている。

［り］
リーマン・ショック
2008年（平成20年）に米国の投資銀行であるリーマン・ブラザーズ
の破綻を契機に発生した世界金融危機。

リサイクル（Recycle）
原材料として再び利用すること。再生利用。

リサイクルポート
「総合静脈物流拠点港」参照。

リスクコミュニケーション
環境リスクなどの化学物質などに関する情報を市民、産業、行政
などのすべてが共有し、意見交換を通じて意思疎通と相互理解を
図ること。

リデュース（Reduce）
「発生抑制」参照。

リバースオークション方式
買い手が売り手を選定するオークション方式。

硫酸ピッチ
強酸性で油分を有する泥状の廃棄物。雨水等と接触して亜硫酸ガ
スを発生させ、周辺の生活環境保全上の支障を生じる可能性があ
る。近年不法投棄等が問題となっており、不正軽油（軽油引取税
の脱税を目的として製造される軽油）を密造する際に不正軽油の
原料である灯油やA重油に濃硫酸処理を施すことにより副産物と
して発生することが多い。

リユース（Reuse）
「再使用」参照。

［れ］
レアアース
31鉱種あるレアメタルの1種。17種類の元素（希土類）の総称。

レアメタル
レアメタルの定義については、国際的に一意的に定まったものは
ないが、一般的には地球上の存在量が稀であるか、技術的・経済
的な理由で抽出困難である鉱種等を指すものと考えられる。鉱業
審議会においては、現在工業用需要があり、今後も需要があるも
のと、今後の技術革新に伴い新たな工業用需要が予測されるもの
31鉱種についてレアメタルと定義。

レッドデータブック
レッドリストに掲載されている種について生息状況や減少要因等
を取りまとめた本。

レッドリスト
日本の絶滅のおそれのある野生生物種のリスト。日本に生息又は
生育する野生生物について、生物学的観点から個々の種の絶滅の
危険度を評価し、絶滅のおそれのある種を選定してリストにまと
めたもの。

［ろ］
ローマクラブ
1970年（昭和45年）3月民間組織の法人としてスイスに設置され、
政治に関与しない各国の科学者、経済学者、プランナー、教育者
などで構成されるシンクタンク。

ロンドン条約1996年議定書
正式名称「1972年の廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防
止に関する条約の1996年の議定書」。1996年（平成8年）に採択、
2006年（平成18年）に発効、2007年（平成19年）10月締結。ロンド
ン条約の内容を改正・強化した議定書であり、廃棄物の海洋投棄
及び海底下廃棄を原則禁止とするとともに、投棄可能な廃棄物に
ついても、その環境影響についての事前の検討等を求めている。

［わ］
ワシントン条約
正式名称「絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関す
る条約」。1973年（昭和48年）に採択、1975年（昭和50年）に発効し、
日本は1980年（昭和55年）に加入。野生動植物の国際取引の規制を
輸入国と輸出国が協力して実施することにより、絶滅のおそれの
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ある野生動植物の種の保護を図ることを目的としている。条約の
附属書に掲載された野生動植物の国際取引は禁止又は制限され、
輸出入の許可書等が必要となっている。

［A］
ABS

「遺伝資源へのアクセスと利益配分」参照。

APEC
「アジア太平洋経済協力」参照。

APN
「アジア太平洋地球変動研究ネットワーク」参照。

Argo計画
地球全体の海洋変動をリアルタイムにとらえることを目指す国際
的な研究計画。水深2,000mまでの水温や塩分のデータを、世界
の海に展開されたアルゴフロートと呼ばれる観測機器によって取
得し、人工衛星を介して各国に配信する。気候変動のメカニズム
解明や予測精度の向上につながることが期待されている。

［B］
BEMS
Building Energy Management System（ビル向けエネルギー管
理システム）。

BOD
Biochemical Oxygen Demand（生物化学的酸素要求量）。水中の
有機汚濁物質を分解するために微生物が必要とする酸素の量。値
が大きいほど水質汚濁は著しい。

［C］
CASBEE

「建築物総合環境性能評価手法」参照。

CCS
「二酸化炭素回収・貯留」参照。

CDM
「クリーン開発メカニズム」参照。

CFC
クロロフルオロカーボン。いわゆるフロンの一種。冷媒、発泡剤、
洗浄剤等として使用される。オゾン層破壊物質でありモントリ
オール議定書の削減規制対象物質。また、強力な温室効果ガスで
もある。

COD
Chemical Oxygen Demand（化学的酸素要求量）。水中の有機汚
濁物質を酸化剤で分解する際に消費される酸化剤の量を酸素量に
換算したもの。値が大きいほど水質汚濁は著しい。

COP
Conference of the Parties（条約の締約国会議）。気候変動枠組条
約や生物多様性条約などで使われることが多い。

CSD
「国連持続可能な開発委員会」参照。

CSR
「企業の社会的責任」参照。

［D］
DO
Dissolved Oxygen（溶存酸素量）。水に溶解している酸素の量。
水生生物の生息に必要であり、数値が大きいほど良好な環境。

［E］
EANET

「東アジア酸性雨モニタリングネットワーク」参照。

EPMS
「交通公害低減システム」参照。

ESCO
Energy Service Company（ビルや工場の省エネ化に必要な、「技
術」・「設備」・「人材」・「資金」などのすべてを包括的に提供するサー
ビス）。ESCO事業は、省エネ効果をESCOが保証するとともに、
省エネルギー改修に要した投資・金利返済・ESCOの経費等が、
すべて省エネルギーによる経費削減分でまかなわれるため、導入
企業における新たな経済的負担はなく、契約期間終了後の経費削
減分はすべて顧客の利益となる。

ESD
Education for Sustainable Development（持続可能な開発のため
の教育）。環境の保全、経済の開発、社会の発展を調和の下に進
めていくことを実現するために、私達一人ひとりが日常生活や経
済活動の場で世界の人間や将来世代、環境との関係性の中で生き
ていることを認識し、行動を変革するための教育。

ETC
Electronic Toll Collection System（自動料金支払いシステム）。
有料道路における料金所渋滞の解消等を目的に、料金所ゲートと
通行車との間の無線通信により自動的に料金の支払いを行い、料
金所を停止することなく通行可能とするシステム。

E-waste
Electronic and Electrical Wastes（電気電子機器廃棄物）。使用
済みのテレビ、パソコン等の電気電子機器であって中古利用され
ずに分解・リサイクル又は処分されるものを指す。その発生量及
び輸出入量が増加しているといわれているが、鉛などの有害物質
が含まれているため、不適正な処理に伴う環境及び健康に及ぼす
悪影響が懸念されている。

［F］
FAO

「国連食糧農業機関」参照。

FIT
「固定価格買取制度」参照。

Fun to Share
2014年（平成26年）3月26日よりスタートした新たな気候変動キャ
ンペーン。

［G］
G8環境大臣会合
主要国首脳会議（G8サミット）に先立ち、G8と欧州委員会の環境
担当閣僚が一堂に会し、主な環境問題について意見交換を行う会
議。1992年（平成4年）以来、ほぼ毎年1回、サミット議長国が主催
して開かれている。

GBO
「地球規模生物多様性概況」参照。

GEF
「地球環境ファシリティ」参照。

GEO
「地球観測に関する政府間会合」参照。

GHS
「化学品の分類及び表示に関する世界調和システム」参照。

GIS
Geographic Information System（地理情報システム）。電子化し
た地理情報をコンピュータ上で管理し、検索、編集、分析などを
行えるシステム。

GSNMC
GCOS Surface Network Monitoring Centre（GSN監視センター）。
全球気候観測システム（GCOS）を構成する地上の観測網（GSN）と
して、WMO加盟各国の観測点の中から約1,000地点が設定されて
お り、 こ の 観 測 網 か ら 通 報 さ れ る 地 上 月 気 候 値 気 象 通 報

（CLIMAT報）の入電率や品質のリアルタイム監視を行うセン
ター。気象庁とドイツ気象局で協同して業務を行っている。

［H］
HCFC
ハイドロクロロフルオロカーボン。いわゆるフロンの一種。CFC
の代替物質として使用される。オゾン層破壊物質であり、モント
リオール議定書の削減規制対象物質。オゾン層破壊係数はCFC
よりも小さい。また、強力な温室効果ガスでもある。

HEMS
Home Energy Management System（家庭用のエネルギー管理
システム）。電気やガスなどのエネルギー使用状況を適切に把握・
管理し、削減につなげる。HEMSでは、家庭内の発電量（ソーラー
パネルや燃料電池等）と消費量をリアルタイムで把握して、電気
自動車等のリチウムイオンバッテリーなどの蓄電することで細か
な電力管理を行う。

HFC
ハイドロフルオロカーボン。いわゆる代替フロンの一種。CFC、
HCFCの代替物質として使用される。オゾン層破壊効果はないも
のの、強力な温室効果ガスであり、京都議定書において排出削減
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の対象となっている。

［I］
IAEA

「国際原子力機関」参照。

ICAO
「国際民間航空機関」参照。

IEA
国際エネルギー機関。第1次石油危機後の1974年（昭和49年）に、
キッシンジャー米国務長官（当時）の提唱を受けて、OECDの枠内
における機関として設立された。

IETC
「UNEP国際環境技術センター」参照。

IGES
「地球環境戦略研究機関」参照。

IMO
「国際海事機関」参照。

IPBES
「生物多様性と生態系サービスに関する政府間科学政策プラット
フォーム」参照。

IPCC
「気候変動に関する政府間パネル」参照。

ISO
国際標準化機構。国際的な非政府組織（民間機関）であり、製品及
びサービスの国際貿易を容易にし、知的・科学的・技術的・経済
的活動分野における国際間の協力を助長するために、世界的な標
準化とその関連活動の発展開発を図ることを目的としている。例
えば、環境マネジメントシステムの規格であるISO14001を発行
している。

ITS
「高度道路交通システム」参照。

ITSスポットサービス
スマートウェイの一環として、大容量の通信技術（スポット通信：
DSRC）を活用して、広域な道路交通情報や安全運転支援情報を、
音声やカーナビゲーション等への図形（地図等）表示によりドライ
バーに伝達するサービス。そのほか、道の駅等における情報接続
なども可能。

ITTO
「国際熱帯木材機関」参照。

IUCN
「国際自然保護連合」参照。

［J］
JI

「共同実施」参照。

JICA
「国際協力機構」参照。

J-VER
「オフセット・クレジット制度」参照。

［L］
LCA

「ライフサイクルアセスメント」参照。

LRT
Light Rail Transit（次世代型路面電車システム）。欧米を中心と
する各都市において都市内の道路交通渋滞緩和と環境問題の解消
を図るために導入が進められている新しい軌道系交通システム。
道路の幅員、交通量と沿道土地利用に応じて、路面のみならず地
下、高架も走行でき、柔軟性に富んだ走行性と利便性を併せ持っ
ており、また、建設・導入コストがほかの交通システムと比較し
て安いことが特徴といえる。近年では、ユニバーサルデザインの
思想の下、多くの車両が高齢者にもやさしい超低床車両（Light 
Rail Vehicle）となるなど、路面からすぐに乗れる公共交通として
利用されている。

［M］
MARPOL条約
正式名称「船舶による汚染の防止のための国際条約」（1973年（昭

和48年）採択、1978年（昭和53年）及び1997年（平成9年）の議定書に
より改正）。1983年（昭和58年）に発効し、日本も同年に加入。船
舶からの油、有害液体物質等の排出による海洋汚染の防止を目的
としており、油、有害液体物質の排出方法等を規制している。

［N］
NEASPEC

「北東アジア環境協力プログラム」参照。

NOWPAP
「北西太平洋地域海行動計画」参照。

［O］
OECD

「経済協力開発機構」参照。

OECD環境政策委員会
全世界的な環境問題への関心の高まりを受け、1970年（昭和45年）
7月にOECD内に環境委員会が設置され、その後1992年（平成4年）
3月に、環境政策委員会に改組された。各加盟国政府が環境政策
を企画立案する上で重要と思われる問題を調査・研究、検討し、
その成果は公表・活用されているほか、必要に応じて理事会に報
告し、理事会決定あるいは勧告として採択されている。なお、数
年ごとに閣僚級会合も開催されている。近年は、「貿易と環境」、「農
業と環境」、「税と環境」等ほかの委員会との合同作業等、分野横
断的な活動が行われている。

OPRC－HNS議定書
正式名称「2000年の危険物質及び有害物質による汚染事件に係る
準備、対応及び協力に関する議定書」。2007年（平成19年）6月発効。
日本も同年に加入。船舶等からの油以外の危険物質及び有害物質
の海洋への流出事故への対応を目的として船舶等への緊急措置手
引書の備え付け、国家的な緊急時計画の策定、汚染への対応に関
する国際協力等について規定している。

OPRC条約
正式名称「1990年の油による汚染に係る準備、対応及び協力に関
する国際条約」。1990年（平成2年）11月採択、1995年（平成7年）5
月発効。1996年（平成8年）1月日本について効力発生。1989年（平
成元年）3月米国で発生した21万トンタンカー「エクソンバル
ディーズ号」の座礁事故に伴う大量の油流出事故（原油約4万kℓ）
を契機として、海洋環境保護に対する国際的な機運の高まりを受
け船舶等からの油流出事故への対応を目的として、油汚染緊急計
画の備え付け義務や油汚染の通報手続等を規定している。

Our Common Future
「環境と開発に関する世界委員会（ブルントラント委員会）」参照。

［P］
PCB

「ポリ塩化ビフェニル」参照。

PCB特別措置法
「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措
置法」参照。

PFC
パーフルオロカーボン。強力な温室効果ガスであり、京都議定書
において排出削減の対象となっている。

pH
水の酸性・アルカリ性を表す指標。中性は7。数字が小さいほど
酸性度が高い。

PM2.5
「微小粒子状物質」参照。

POPs
「残留性有機汚染物質」参照。

PRTR制度
Pollutant Release and Transfer Register（化学物質排出移動量
届出制度）。人の健康や生態系に有害な影響を及ぼすおそれのあ
る化学物質について、環境中への排出量及び廃棄物に含まれて事
業所の外に移動する量を事業者が自ら把握し、国に報告を行い、
国は、事業者からの報告や統計資料等を用いた推計に基づき、対
象化学物質の環境への排出量等を把握、集計し、公表する仕組み
をいう。

PTPS
「公共車両優先システム」参照。
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［Q］
QSAR
Quantitative Structure-Activity Relationship（定量的構造活性
相関）。化学物質の構造上の特徴又は物理化学的活性（毒性等）の
相関関係を定量的に示すためのモデルをいう。

［R］
RDF
Refuse Derived Fuel（ごみ固形化燃料）。生ごみ・廃プラスチッ
ク、古紙などの可燃性のごみを粉砕・乾燥したのちに生石灰を混
合して、圧縮・固化したもの。輸送や長期保管が可能で、石炭混
焼やセメント焼成にも利用できる。原料が廃棄物であるため、
RDFの製造は現行法で一般廃棄物の中間処理方法の一つとみな
され、市町村が事業主体となって焼却処理されている。

RSPO
Roundtable on Sustainable Palm Oil（持続可能なパーム油のた
めの円卓会議）。パーム油に関するさまざまな利害関係者が参加
するRSPOによる、パーム油の持続可能な生産と利用を促進する
ための認証制度で、生産だけでなく、流通・加工も認証の対象と
なる。

RTA
「地域貿易協定」参照。

［S］
SAICM

「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ」参照。

SATOYAMAイニシアティブ
人と自然との共生を目指し、世界的な規模で生物多様性の保全と
持続可能な利用・管理を促進するための取組。日本の里地里山の
ような人間の営みにより形成・維持されてきた農地や人工林、二
次林などの二次的な自然地域を対象とし、保全と持続可能な利用
を進めるもの。環境省が国連大学等の国際機関とともに提唱して
いる。

SATOYAMAイニシアティブ国際パートナーシップ（IPSI）
SATOYAMAイニシアティブを世界的に推進するための多様な
主体が参画する国際パートナーシップ。2010年（平成22年）10月
に発足。事務局は国連大学高等研究所。

SDS制度
Safety Data Sheet（安全データシート）。事業者による化学物質
の適切な管理を促進するため、化管法で指定された「化学物質又
はそれを含有する製品」（「化学品」）を他の事業者に譲渡又は提供
する際に、SDSにより、その化学品の特性及び取扱いに関する情
報の提供及びラベルによる表示に努めることとする制度。当初は
一般的に「MSDS （Material Safety Data Sheet：化学物質等安全
データシート）」と呼ばれていたが、現在は国際整合の観点から、
GHSで定義されている「SDS」に統一。

SF6
六フッ化硫黄。強力な温室効果ガスであり、京都議定書において
排出削減の対象となっている。

SGEC
Sustainable Green Ecosystem Council（緑の循環認証会議）。日
本にふさわしい森林認証制度を創設するため、各界の幅広い分野
から賛同を得て発足した組織である緑の循環認証会議が運営する
森林認証システム。森林認証システムと認証林産物流通システム
がある。

SPM
「浮遊粒子状物質」参照。

SRI
「社会的責任投資」参照。

［T］
TEEB

「生態系と生物多様性の経済学」参照。

TEMM
「日中韓三カ国環境大臣会合」参照。

TMR
Total Material Requirement（総関与物質量）。資源の採取等に
伴い目的の資源以外に採取・採掘されるか又は廃棄物等として排
出される「隠れたフロー」を含むものであり、源利用の持続可能性
や地球規模で与える環境負荷を定量的に表すための一つの目安と
考えられる。

［U］
UNCCD

「砂漠化対処条約」参照。

UNDP
「国連開発計画」参照。

UNEP
「国連環境計画」参照。

UNEP FI
「国連環境計画ファイナンス・イニシアティブ」参照。

UNEP国際環境技術センター
開発途上国等への環境上適正な技術の移転促進を目的として、淡
水湖沼集水域の環境管理問題を担当する滋賀事務所と、大都市の
都市環境管理問題を担当する大阪事務所とから構成され、環境保
全技術に関するデータベースの整備、情報提供、研修、コンサル
ティング等の業務を行っている。

UNFF
「国連森林フォーラム」参照。

UTMS
「新交通管理システム」参照。

［V］
VICS

「道路交通情報通信システム」参照。

VOC
「揮発性有機化合物」参照。

［W］
WAVES

「生態系価値評価パートナーシップ」参照。

WBCSD
「世界環境経済人協会」参照。

WMO
「世界気象機関」参照。

WRI
「世界資源研究所」参照。

［数字］
3R
リデュース（Reduce）：廃棄物等の発生抑制、リユース（Reuse）：
再使用、リサイクル（Recycle）：再生利用の3つの頭文字をとった
もの。
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